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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
一対の基板間に液晶分子を含む液晶層が挟持された構成を有し、少なくとも一方の基板の
液晶層側表面に配向膜を有する液晶表示装置であって、
該配向膜は、液晶分子を配向制御する特性を光照射によって発現する第一構成単位と、液
晶分子を配向制御する特性を光照射によらず発現する第二構成単位とを必須構成単位とす
る重合体を含む配向膜材料を用いて形成された膜に光照射による配向処理が施されたもの
であり、
該配向膜材料における重合体の必須構成単位は、配向制御方向が同方向であることを特徴
とする液晶表示装置。
【請求項２】
前記配向膜材料における重合体の第一構成単位は、光官能基を有する側鎖を持つことを特
徴とする請求項１記載の液晶表示装置。
【請求項３】
前記配向膜材料における重合体の第二構成単位は、配向性官能基を有する側鎖を持つこと
を特徴とする請求項１記載の液晶表示装置。
【請求項４】
前記液晶表示装置における配向膜は、配向膜面内において液晶分子を均一に配向制御する
ことを特徴とする請求項１記載の液晶表示装置。
【請求項５】
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前記液晶表示装置における配向膜は、液晶分子を垂直配向制御する垂直配向膜であること
を特徴とする請求項１記載の液晶表示装置。
【請求項６】
前記液晶表示装置における配向膜は、液晶層の平均プレチルト角が８７°以上となるよう
に液晶分子を配向制御するものであることを特徴とする請求項５記載の液晶表示装置。
【請求項７】
前記液晶表示装置における配向膜は、液晶層の平均プレチルト角が８９．５°以下となる
ように液晶分子を配向制御するものであることを特徴とする請求項５記載の液晶表示装置
。
【請求項８】
前記配向膜材料における重合体の第二構成単位は、垂直配向性官能基を有する側鎖を持つ
ことを特徴とする請求項５記載の液晶表示装置。
【請求項９】
前記配向膜材料における重合体の第一構成単位は、クマリン基、シンナメート基、カルコ
ン基、アゾベンゼン基及びスチルベン基からなる群より選ばれる少なくとも一つの光官能
基を有する側鎖を持つことを特徴とする請求項５記載の液晶表示装置。
【請求項１０】
前記配向膜材料における重合体の第二構成単位は、ステロイド骨格を有する側鎖を持つこ
とを特徴とする請求項５記載の液晶表示装置。
【請求項１１】
前記配向膜材料における重合体の第二構成単位は、１，４－シクロヘキシレン及び１，４
－フェニレンのいずれかから選ばれる３～４個の環が直接又は１，２－エチレンを介して
直線状に結合された構造を有する側鎖を持つことを特徴とする請求項５記載の液晶表示装
置。
【請求項１２】
前記配向膜材料における重合体は、ポリアミック酸、ポリイミド、ポリアミド及びポリシ
ロキサンからなる群より選ばれる少なくとも一つの主鎖構造を有することを特徴とする請
求項５記載の液晶表示装置。
【請求項１３】
前記配向膜材料における重合体の必須構成単位は、ジアミンによって形成されるものであ
ることを特徴とする請求項５記載の液晶表示装置。
【請求項１４】
前記配向膜材料における重合体は、ジアミンと、酸無水物及びジカルボン酸の少なくとも
一方とを含む単量体成分の共重合体であることを特徴とする請求項５記載の液晶表示装置
。
【請求項１５】
前記配向膜材料における重合体は、第一構成単位の単量体成分に対する第二構成単位の単
量体成分の重量％が４％以上であることを特徴とする請求項１記載の液晶表示装置。
【請求項１６】
前記配向膜材料における重合体は、第一構成単位の単量体成分に対する第二構成単位の単
量体成分の重量％が４０％以下であることを特徴とする請求項１記載の液晶表示装置。
【請求項１７】
前記液晶表示装置は、一方の基板の液晶層側にマトリクス状に配置された画素電極と、他
方の基板の液晶層側に配置された共通電極とを備えるマトリクス状に配置された画素を有
し、
該画素は、隣接して配置される２以上のドメインを有することを特徴とする請求項１記載
の液晶表示装置。
【請求項１８】
一対の基板間に液晶分子を含む液晶層が挟持された構成を有し、少なくとも一方の基板の
液晶層側表面に配向膜を有する液晶表示装置であって、
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該配向膜は、光官能基に由来する構造を有する構成単位と、光官能基に由来する構造を有
さず、配向性官能基を有する構成単位とを必須構成単位とする重合体を含み、
該配向膜における重合体の必須構成単位は、配向制御方向が同方向であり、
該光官能基に由来する構造は、光官能基の結合構造、光官能基の分解構造、光官能基の光
異性化構造及び光官能基の光再配向構造からなる群より選ばれる少なくとも一つの構造で
ある
ことを特徴とする液晶表示装置。
【請求項１９】
請求項１～１８のいずれかに記載の液晶表示装置に設けられた配向膜を形成するための配
向膜材料に用いられる配向膜材料用重合体であって、
該配向膜材料用重合体は、液晶分子を配向制御する特性を光照射によって発現する第一構
成単位と、液晶分子を配向制御する特性を光照射によらず発現する第二構成単位とを必須
構成単位とする
ことを特徴とする配向膜材料用重合体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、液晶表示装置及び配向膜材料用重合体に関する。より詳しくは、大人数に使用
される携帯情報端末、パーソナルコンピュータ、ワードプロセッサ、アミューズメント機
器、教育用機器、テレビジョン装置等の平面ディスプレイ、液晶のシャッター効果を利用
した表示板、表示窓、表示扉、表示壁等に好適な広視野角特性を有する液晶表示装置及び
配向膜材料用重合体に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
液晶表示装置は、薄型、軽量及び低消費電力といった特長を活かし、幅広い分野で用いら
れている。液晶表示装置は、液晶層を狭持する一対の基板を備え、液晶層側の基板上に設
けられた電極に対して電圧を適宜印加し、液晶層に含まれる液晶分子の配向方向を制御す
ることによって液晶表示を可能にしている。また、液晶表示装置は、通常、液晶分子の配
向方向を制御するために基板の液晶層側の表面に設けられる配向膜を有する。
【０００３】
液晶表示装置を構成する配向膜の材料としては、従来、ポリアミック酸、ポリイミド、ポ
リアミド、ポリエステル等の樹脂が用いられている。なかでも、ポリイミドは、有機樹脂
の中では耐熱性、液晶との親和性、機械的強度等に優れた物性を示すため、多くの液晶表
示装置に使用されてきた。
【０００４】
また、配向膜は、通常、配向膜表面の液晶分子に一定のプレチルト角を付与するために、
配向処理が行われる。配向処理の方法としては、ラビング法、光配向法等が挙げられる。
ラビング法は、ローラに巻き付けられた布で配向膜表面を擦ることによって配向処理を行
う。一方、光配向法は、配向膜材料に光配向膜を用い、光配向膜に紫外線等の光を照射（
露光）することによって、配向膜に配向規制力を生じさせる、及び／又は、配向膜の配向
規制方向を変化させる配向方法である。
【０００５】
しかしながら、従来の配向膜を備えた液晶表示装置においては、長時間の点灯時に画面に
焼き付きが発生することがあり、長時間点灯した後においても焼き付きの発生を抑制する
という点で改善の余地があった。
【０００６】
それに対して、表示不良を防止し、長時間駆動後も残像特性の良好な、液晶を配向させる
能力を低下させることなく、かつ光及び熱に対する電圧保持率の低下が少ない液晶配向膜
を形成することができる液晶配向剤を与える技術として、テトラカルコキシシランの如き
４官能性珪素化合物、トリアルコキシシランの如き３官能性化合物及びアルコキシ基の如
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き官能基１モル当り０．８～３．０モルの水との反応生成物並びにグリコールエーテル系
溶媒を含有する液晶配向剤組成物が開示されている（例えば、特許文献１参照。）。
【０００７】
また、良好な塗膜性、液晶配向特性を発現できるとともに、液晶表示素子において電圧の
印加を解除してから残像が消去されるまでの時間の短い液晶配向膜を形成できる液晶配向
剤を提供する技術として、モノアミン化合物に由来する構造を有するポリアミック酸又は
そのイミド化重合体からなる液晶配向剤が開示されている（例えば、特許文献２参照。）
。
【０００８】
また、反射電極と共に用いた場合にも、焼き付き特性と信頼性とに優れた垂直液晶配向膜
を与える液晶配向剤を提供する技術として、アミック酸繰り返し単位及び／又はイミド繰
り返し単位を有する重合体１００重量部と、分子内に少なくとも２つのエポキシ基を有す
る化合物少なくとも５重量部を含有してなる垂直液晶配向剤が開示されている（例えば、
特許文献３参照。）。
【０００９】
更に、光配向膜に関する文献において、光配向膜の電気抵抗率が小さいほど焼き付き時間
が短くなると報告されている（例えば、非特許文献１参照。）。
【００１０】
そして、配向膜の材料開発に関する文献において、縦電界の液晶セルについては、残留Ｄ
Ｃを低下させることで焼き付きを低減できると報告されている（例えば、非特許文献２参
照。）。
【００１１】
なお、残留ＤＣは、交流駆動の液晶表示装置においては、通常、対向する基板に形成され
た電極間のオフセット電圧のズレによって発生する。
【００１２】
他方、偏光を照射したとき、定義された傾斜角を有し、同時に隣接液晶媒体において充分
に高い抵抗値（保持割合）を有する、安定な高解像度配向パターンを製造する光反応性ポ
リマーに関して、３－アリールアクリル酸から構造的に由来することができる側鎖基とし
て更に含むポリイミドが開示されている（例えば、特許文献４参照。）。
【００１３】
また、偏光で照射された場合、非常に大きいチルト角を有する、安定した高解像度の配向
パターンを生成し、同時に、隣接する液晶媒体において充分に高い保持率を生じさせる光
反応性ポリマーに関して、ケイ皮酸基誘導体を、ケイ皮酸基が屈曲性のスペーサ（ｆｌｅ
ｘｉｂｌｅ　ｓｐａｃｅｒ）によりカルボキシル基を介してポリイミド主鎖に結合してい
るように含むポリイミドが開示されている（例えば、特許文献５参照。）。
【特許文献１】特開２００５－２５０２４４号公報
【特許文献２】特開２００６－５２３１７号公報
【特許文献３】特開２００６－１０８９６号公報
【特許文献４】特表２００１－５１７７１９号公報
【特許文献５】特表２００３－５２０８７８号公報
【非特許文献１】長谷川雅樹、「光配向－生産プロセスの観点からみた配向処理」、液晶
、日本液晶学会、１９９９年１月２５日、第３巻、第一号、ｐ．３－１６
【非特許文献２】沢畑清、「ＬＣＤ用配向膜の材料開発動向」、液晶、日本液晶学会、２
００４年１０月２５日、第８巻、第４号、ｐ．２１６－２２４
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１４】
これまで、液晶表示装置の焼き付き現象としては、残留ＤＣ（直流）モードによるものが
一般的に広く知られていた。そのため、配向膜材料面の焼き付き対策としては、低残留Ｄ
Ｃの材料開発がなされてきた。したがって、電荷の蓄積が小さい材料（分子）設計を行う
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ことで、ＤＣモードの焼き付きは従来の技術で対策可能である。
【００１５】
しかしながら、ラビング法に代わる光配向技術においては、焼き付き発生のメカニズムが
解明されていなかったため、解決策が提案されていなかった。例えば、特許文献５、６記
載の垂直光配向膜では、強い残留ＤＣモードの焼き付きのみならず、ＡＣ（交流）電圧印
加でのプレチルト角度の変化による（ＡＣモード）焼き付きが同時に発生し、両者の焼き
付きを同時に解決する必要があった。
【００１６】
また、光配向膜材料のみのホモポリマーやコポリマー（共重合体）では、特に、ＡＣモー
ド焼き付きを解決することができなかった。更に、従来の光官能基を有する垂直光配向膜
と、従来の垂直配向膜とをブレンドした配向膜は、光官能基を有する垂直光配向膜の密度
が低下するため、配向の均一性が著しく低下し、また、プレチルト角が発現せず、プレチ
ルト角がほとんど９０°のままであることが多かった。なお、従来の垂直配向膜は、垂直
配向性官能基を有し、ラビング、光照射等の配向処理を施さずとも液晶分子を配向膜表面
に対して略垂直方向に配向制御する特性を有する。更に、垂直光配向膜と垂直配向膜とを
ブレンドした配向膜においても、光配向膜材料のポリマーにＡＣモード焼き付きの原因が
あると思われるため、ＡＣモード焼き付きを解決するには至らなかった。
【００１７】
そして、光反応（例えば、光架橋反応（光二量化反応を含む）、光異性化反応、光分解反
応）を生じて液晶分子にプレチルト各を与えることができる光官能基を有する光配向膜（
ホモポリマー）では、ＡＣ電圧印加による焼き付きが強かった。
【００１８】
なお、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード、ＥＣＢ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌ
ｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）モードやＶＡＴＮ（Ｖｅｒ
ｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）モード等のように
基板面内において一方向に液晶配向処理が施された液晶表示装置では、視野角依存性があ
るため、焼き付き現象が観察されうる方向は、正面方向のほかに液晶配向モードの視野角
特性に依存していた。他方、液晶ＴＶやインフォメーション用大画面ディスプレイにおい
ては、白表示時の視野角補償のために液晶の配向分割がされている。このように、視野角
補償された配向分割モードでは、全方位で均一に焼き付き現象が見えてしまうため、焼き
付き現象を改善することは必要不可欠であった。なお、本明細書において、ＶＡＴＮモー
ドは、ＲＴＮ（リバースツイストＴＮ；垂直配向のＴＮ）モードと呼ばれるものであって
もよい。また、本明細書において、ＥＣＢモードは、電圧無印加時に垂直配向で、電圧印
加時に水平配向のタイプ（ＶＡＥＣＢ）のものであってもよいし、電圧無印加時に水平配
向で、電圧印加時に垂直配向のタイプのものであってもよい。
【００１９】
本発明は、上記現状に鑑みてなされたものであり、ＡＣモードでの焼き付きの発生を抑制
することができる液晶表示装置及び配向膜材料用重合体を提供することを目的とするもの
である。
【課題を解決するための手段】
【００２０】
本発明者らは、ＡＣモードにおける焼き付き（以下、「ＡＣ焼き付き」ともいう。）の発
生を抑制することができる液晶表示装置と、配向膜に含まれる配向膜材料用重合体とにつ
いて種々検討したところ、ＡＣ焼き付きの発生のメカニズムに着目した。そして、従来の
光配向膜における、ＡＣ焼き付きの発生のメカニズムとしては、以下の２つの要因がある
ことに想到した。すなわち、１つ目の要因は、配向膜の側鎖部が液晶分子の弾性変形によ
る応力を受けて変形メモリー（側鎖変形）を起こすことであり、２つ目の要因は、主鎖の
分極率が高い官能基にＡＣ印加によって液晶分子が吸着する（液晶吸着）ことであると考
えた。
【００２１】
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ここで、従来の光配向膜においてＡＣ焼き付きが発生する要因について図２２及び２３を
用いて更に説明する。図２２は、側鎖変形によるＡＣ焼き付きの発生メカニズムを説明す
るための従来の光配向膜表面近傍を示した断面模式図であり、（ａ）は、初期状態を、（
ｂ）は、液晶層に電場が印加された状態を、（ｃ）は、液晶層に印加された電場が解除さ
れた状態を示す。また、図２３は、液晶吸着によるＡＣ焼き付きの発生メカニズムを説明
するための従来の光配向膜表面近傍を示した断面模式図であり、（ａ）は、初期状態を、
（ｂ）は、液晶層に電場が印加された状態を、（ｃ）は、液晶層に印加された電場が解除
された状態を示す。
【００２２】
側鎖変形によるＡＣ焼き付きの発生メカニズムについては以下のように説明することがで
きる。すなわち、まず、初期状態においては、図２２（ａ）に示すように、液晶層１２０
に含まれる液晶分子１１１と光配向膜１３０の側鎖１３１との間で相互作用が働き、液晶
分子１１１にプレチルトが発現している。次に、図２２（ｂ）に示すように、液晶層１２
０に電場が印加されたとき、液晶分子１１１のベンド変形による弾性エネルギーを小さく
しようと、側鎖１３１は、液晶分子１１１につれてなぎ倒された状態になる。そして、図
２２（ｃ）に示すように、液晶層１２０に印加された電場が解除されたとき、側鎖１３１
には復元力が働くことになるが、光配向膜１３０の界面は、液晶層１２０のバルクに比べ
て結晶的なため、側鎖１３１が元の構造に復帰するまでの緩和時間は大きくなる。そして
その間、液晶層１２０のプレチルトも変化してしまい、その結果、焼き付きが発生すると
考えられる。
【００２３】
一方、液晶吸着によるＡＣ焼き付きの発生メカニズムについては以下のように説明するこ
とができる。すなわち、光配向膜１３０へ紫外線等の光を照射することによって、光配向
膜１３０の分子－分子間（主鎖１２５－主鎖１２５間）には液晶分子１１１の大きさ程度
の空隙が発生しており、初期状態において、図２３（ａ）に示すように、主鎖１２５に液
晶分子１１１が吸着している部位、すなわち吸着液晶が存在している。次に、図２３（ｂ
）に示すように、液晶層１２０に電場が印加されたとき、液晶分子１１１のベンド変形に
よる弾性エネルギーを小さくしようと光配向膜１３０近傍の液晶分子１１１が側鎖１３１
をすり抜けて（側鎖１３１をかき分けて）、吸着液晶に並んでいく。そして、図２３（ｃ
）に示すように、液晶層１２０に印加された電場が解除されたとき、側鎖１３１には復元
力が働くことになるが、光配向膜１３０の界面は、液晶層１２０のバルクに比べて吸着力
が大きいため、光配向膜１３０近傍の液晶分子１１１が元のチルト角に復帰するまでの緩
和時間は大きくなる。そしてその間、液晶層１２０のプレチルトも変化してしまい、その
結果、焼き付きが発生すると考えられる。
【００２４】
そこで、更に検討したところ、配向膜材料に含まれる重合体が、光照射による配向処理は
容易である一方、側鎖変形や液晶吸着を容易に引き起こしやすいと思われる光に敏感に反
応する構成単位のみならず、光照射によらず配向制御が可能である配向膜に含まれる重合
体の構成単位を必須構成単位とすることによって、すなわち、液晶分子を配向制御する特
性を光照射によって発現する構成単位と、液晶分子を配向制御する特性を光照射によらず
発現する構成単位とを必須構成単位とする重合体を含む配向膜材料を用いて形成された膜
に光照射による配向処理を施こすことにより、ＡＣ焼き付きの程度を低減できることを見
いだし、上記課題をみごとに解決することができることに想到し、本発明に到達したもの
である。
【００２５】
すなわち、本発明は、一対の基板間に液晶分子を含む液晶層が挟持された構成を有し、少
なくとも一方の基板の液晶層側表面に配向膜を有する液晶表示装置であって、上記配向膜
は、液晶分子を配向制御する特性を光照射によって発現する第一構成単位と、液晶分子を
配向制御する特性を光照射によらず発現する第二構成単位とを必須構成単位とする重合体
を含む配向膜材料を用いて形成された膜に光照射による配向処理が施されたものである液
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晶表示装置（以下、「本発明の第１の液晶表示装置」ともいう。）である。
以下に本発明の第１の液晶表示装置を詳述する。
【００２６】
本発明の第１の液晶表示装置は、一対の基板間に液晶分子を含む液晶層が挟持された構成
を有し、少なくとも一方の基板の液晶層側表面に配向膜を有する。
【００２７】
本発明の第１の液晶表示装置の構成としては、このような液晶表示装置の標準的な構成要
素を必須とするものである限り、その他の構成要素については特に限定されるものではな
い。
【００２８】
なお、本発明の第１の液晶表示装置は、単純マトリクス型液晶表示装置であってもよいが
、アクティブマトリクス型液晶表示装置であることが好ましい。このように、本発明の第
１の液晶表示装置は、一方の基板の液晶層側にマトリクス状に配置された画素電極と、他
方の基板の液晶層側に配置された共通電極とを含んで構成されるマトリクス状に配置され
た画素を有することが好ましい。
【００２９】
また、本発明の第１の液晶表示装置の表示品位及び応答性を向上する観点からは、上記配
向膜は、両方の基板の液晶層側の表面に設けられることが好ましい。
【００３０】
更に、ＡＣ焼き付きをより低減する観点からは、本発明の第１の液晶表示装置は、液晶分
子を配向制御する特性を光照射によって発現する第一構成単位と、液晶分子を配向制御す
る特性を光照射によらず発現する第二構成単位とを必須構成単位とする重合体を含む配向
膜材料を用いて形成された膜に光照射による配向処理が施された配向膜が両方の基板の液
晶層側の表面に設けられることが好ましい。
【００３１】
上記配向膜は、液晶分子を配向制御する特性を光照射によって発現する第一構成単位と、
液晶分子を配向制御する特性を光照射によらず発現する第二構成単位とを必須構成単位と
する重合体を含む配向膜材料を用いて形成された膜に光照射による配向処理が施されたも
のである。これにより、光照射により配向膜の配向処理を行ったとしても、ＡＣ焼き付き
の程度を低減することができ、優れた表示品位を有する液晶表示装置を実現できるととも
に、光配向法による製造プロセス上のメリットを享受することができる。また、配向膜材
料の塗布性を向上することができる。なお、光配向法のメリットとしては、例えば、配向
処理を非接触で行うことによって配向処理中における汚れ、ごみ等の発生を抑制できるこ
とや、ラビング法のようなメカニカルな配向処理における表示欠陥（例えば、ラビングス
ジ）の発生を抑制できること、所望のパターンを有する透光部が形成されたフォトマスク
を用いて配向膜の露光を行うことによって各画素を所望のデザイン（平面形状）を有する
複数のドメインに容易に配向分割できること等が挙げられる。
【００３２】
なお、上記配向膜材料における重合体の構成単位の分布は特に限定されず、交互コポリマ
ー、ブロックコポリマー、ランダムコポリマー、グラフトコポリマーのいずれであっても
よい。また、上記配向膜材料における重合体の分子量は特に限定されないが、従来の配向
膜材料に含まれる重合体と同様に、配向膜として利用可能である程度の分子量を有するこ
とが好ましい。更に、上記配向膜材料における重合体の各構成単位の割合は特に限定され
ないが、２つの必須構成単位同士の好適な割合（重量％）については後述する。
【００３３】
上記配向膜は、光照射（好適には紫外線照射）による配向処理が施されることから、上記
配向膜は、光、なかでも紫外光に対して敏感であることが好ましく、より具体的には、よ
り小さな露光エネルギーかつ短時間で光、なかでも紫外光に対して反応することが好まし
い。また、製造プロセスにおけるタクトタイムを短縮する観点から、上記配向膜に対する
光照射の露光エネルギーは、１００ｍＪ／ｃｍ２以下であることが好ましく、５０ｍＪ／
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ｃｍ２以下であることがより好ましい。また、遮光マスク（フォトマスク）等を用いて、
各画素内を分割して露光する分割配向処理を行う場合は、２０ｍＪ／ｃｍ２以下であるこ
とが更に好ましい。
本発明の第１の液晶表示装置における好ましい形態について以下に詳しく説明する。
【００３４】
上記第一構成単位における液晶分子を配向制御する特性を光照射によって発現する手段と
しては、光官能基が好適であり、なかでも第一構成単位の側鎖に含まれる光官能基が好適
である。これにより、本発明の第１の液晶表示装置をより容易に実現することができると
ともに、ＡＣ焼き付きの低減により効果的である。このように、上記配向膜材料における
重合体の第一構成単位は、光官能基を有することが好ましく、光官能基を有する側鎖を持
つことがより好ましい。
【００３５】
なお、本明細書において、光官能基は、液晶分子を配向制御する特性を光照射によって発
現する官能基であれば特に限定されないが、光、好ましくは紫外線、より好ましくは偏光
紫外線を照射することによって、架橋反応（二量化反応を含む）、分解反応、異性化反応
及び光再配向の少なくとも１つ、より好ましくは架橋反応（二量化反応を含む）、異性化
反応及び光再配向の少なくとも１つを生じ得る基であることが好ましい。
【００３６】
一方、上記第二構成単位における液晶分子を配向制御する特性を光照射によらず発現する
手段としては、配向性官能基が好適であり、なかでも第二構成単位の側鎖に含まれる配向
性官能基が好適である。これにより、本発明の第１の液晶表示装置をより容易に実現する
ことができるとともに、ＡＣ焼き付きの低減により効果的である。このように、上記配向
膜材料における重合体の第二構成単位は、配向性官能基を有することが好ましく、配向性
官能基を有する側鎖を持つことがより好ましい。
【００３７】
上記配向性官能基としては、液晶分子を配向制御する特性を光照射によらず発現する官能
基であれば特に限定されず、従来公知の配向性官能基、例えば垂直配向性官能基、水平配
向性官能基等を用いることができる。上記垂直配向性官能基は、液晶分子を垂直配向制御
する特性を発現する官能基であれば特に限定されないが、無処理又はラビング処理によっ
て、より好適には無処理、すなわち配向処理が施されずとも液晶分子を垂直配向制御する
特性を発現する官能基であることが好ましい。一方、上記水平配向性官能基は、液晶分子
を水平配向制御する特性を発現する官能基であれば特に限定されないが、無処理又はラビ
ング処理によって液晶分子を水平配向制御する特性を発現する官能基であることが好まし
い。
【００３８】
このように、本発明の第１の液晶表示装置は、一対の基板間に液晶分子を含む液晶層が挟
持された構成を有し、少なくとも一方の基板の液晶層側表面に配向膜を有する液晶表示装
置であって、上記配向膜は、光官能基を有し、配向膜に対する光照射によって配向膜表面
における液晶分子の配向方向が制御される構成単位と、配向性官能基を有し、配向膜に対
する光照射によらず配向膜表面における液晶分子の配向方向が制御される構成単位とを必
須構成単位として有する重合体を含む配向膜材料を用いて形成された膜に光照射による配
向処理が施されたものである液晶表示装置であってもよい。
【００３９】
上記配向膜材料における重合体の必須構成単位は、配向制御方向が同方向であることが好
ましい。これにより、本発明の第１の液晶表示装置をＶＡＴＮモード、ＴＮモード、ＥＣ
Ｂモード、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｃｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）モード等の単一の液晶モー
ドとして効果的に駆動させることができる。なお、配向制御方向が同方向であるとは、配
向制御方向が厳密に同じである必要はなく、単一の液晶モードを実現でき得る程度に同方
向であればよい。
【００４０】
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また、同様の観点から、上記液晶表示装置における配向膜は、配向膜面内において液晶分
子を均一に配向制御することが好ましい。なお、本明細書において、均一に配向制御する
とは、厳密に均一に配向制御する必要はなく、単一の液晶モードを実現でき得る程度に均
一であればよい。
【００４１】
本発明の第１の液晶表示装置をＶＡＴＮモード等の垂直配向モードとして効果的に駆動さ
せる観点からは、上記液晶表示装置における配向膜は、液晶分子を垂直配向制御する垂直
配向膜であることが好ましい。なお、本明細書において、液晶分子を垂直配向制御すると
は、液晶分子を配向膜表面に対して厳密に垂直な方向に配向制御する必要はなく、ＶＡＴ
Ｎモード等の垂直配向モードを実現でき得る程度に液晶分子を配向膜表面に対して垂直な
方向に配向制御できればよい。
【００４２】
より具体的には、本発明の第１の液晶表示装置をＶＡＴＮモード等の垂直配向モードとし
て効果的に駆動させる場合、上記液晶表示装置における配向膜は、液晶層の平均プレチル
ト角を８７～８９．５°、より好適には８７．５～８８．５°となるように液晶分子を配
向制御するものであることが好ましい。これにより、視野角特性、応答性及び光透過率に
優れたＶＡＴＮモードの液晶表示装置を実現することができる。より詳細には、ＶＡＴＮ
モードにおけるコントラストに悪影響を及ぼさない（黒輝度を上昇させない）観点からは
、上記液晶表示装置における配向膜は、液晶層の平均プレチルト角が８７°、より好適に
は８７．５°以上となるように液晶分子を配向制御するものであることが好ましく、表示
面を押圧したときに発生する残像、いわゆる押圧残像を抑制するとともに、クロスニコル
偏光板の吸収軸を４５°回転し、かつ液晶層に電圧７．５Ｖを印加した時の消光位置を±
５°以内に収める観点からは、上記液晶表示装置における配向膜は、液晶層の平均プレチ
ルト角が８９．５°、より好適には８８．５°以下となるように液晶分子を配向制御する
ものであることが好ましい。
【００４３】
また、本発明の第１の液晶表示装置をＶＡＴＮモード等の垂直配向モードとして効果的に
駆動させる場合、上記配向膜材料における重合体の第二構成単位は、垂直配向性官能基を
有する側鎖を持つことが好ましい。これにより、ＶＡＴＮモード等の垂直配向モードの液
晶表示装置を容易に実現することができる。
【００４４】
なお、本明細書において、液晶層の平均プレチルト角とは、基板間に電圧が印加されない
状態における液晶層の厚み方向での液晶分子の平均のプロファイル（ダイレクター）の方
向（極角方向）と基板表面とのなす角である。液晶層の平均プレチルト角を測定するため
の装置としては特に限定されないが、例えば、市販のチルト角測定装置（シンテック社製
、商品名；オプチプロ）が挙げられる。このチルト角測定装置は、基板表面を０°、基板
表面に対して垂直な方向を９０°とし、液晶層の厚み方向における液晶分子の平均のプロ
ファイルをプレチルト角としていることから、液晶層の平均プレチルト角の測定するため
の装置として好適である。なお、液晶層の平均プレチルト角を決める因子は、配向膜近傍
（界面）の液晶分子のプロファイルであり、界面の液晶分子は、液晶層のバルク（中層）
の液晶分子に弾性変形を与えていると考えられている。また、配向膜近傍（界面）と液晶
層のバルク（中層）とでは、液晶分子のプロファイルが異なるため、界面及び中層におけ
る各液晶分子のプロファイルの方向（極角方向）は、厳密には異なっていると考えられる
。
【００４５】
本発明の第１の液晶表示装置をＶＡＴＮモードとして効果的に駆動させるとともに、液晶
層の平均プレチルト角をＶＡＴＮモードに好適な８７～８９．５°に安定化させ、更に、
ＡＣ焼き付きをより抑制する観点からは、以下の形態が好ましい。すなわち、上記配向膜
材料における重合体の第一構成単位は、クマリン基、シンナメート基、カルコン基、アゾ
ベンゼン基及びスチルベン基からなる群より選ばれる少なくとも一つの光官能基を有する
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側鎖を持つことが好ましい。上記配向膜材料における重合体の第二構成単位は、ステロイ
ド骨格を有する側鎖を持つことが好ましい。また、上記配向膜材料における重合体の第二
構成単位は、１，４－シクロヘキシレン及び１，４－フェニレンのいずれかから選ばれる
３～４個の環が直接又は１，２－エチレンを介して直線状に結合された構造を有する側鎖
を持ってもよい。すなわち、上記配向膜材料における重合体の第二構成単位は、３～４個
の環が直線状に結合された構造を有する側鎖を持ち、上記３～４個の環は、互いにそれぞ
れ独立して、１，４－シクロヘキシレン及び１，４－フェニレンのいずれかから選ばれ、
上記３～４個の環の間の結合は、互いにそれぞれ独立して、単結合又は１，２－エチレン
であってもよい。更に、上記配向膜材料における重合体の第二構成単位は、３～４個の環
が直線状に結合された構造を有する側鎖を持ち、上記３～４個の環の内の末端側の２個の
環は、１，４－フェニレンであり、上記３～４個の環の内の主鎖側の１～２個の環は、互
いにそれぞれ独立して、１，４－シクロヘキシレン及び１，４－フェニレンのいずれかか
ら選ばれ、上記３～４個の環の間の結合は、単結合であることがより好ましい。上記配向
膜材料における重合体は、ポリアミック酸、ポリイミド、ポリアミド及びポリシロキサン
からなる群より選ばれる少なくとも一つの主鎖構造を有することが好ましい。上記配向膜
材料における重合体の必須構成単位は、ジアミンによって形成されるものであることが好
ましい。上記配向膜材料における重合体は、ジアミンと、酸無水物及びジカルボン酸の少
なくとも一方とを含む単量体成分の共重合体であることが好ましい。
【００４６】
なお、上記配向膜材料における重合体は、ポリアミドイミドであってもよい。他方、配向
膜の耐熱性及び電気特性を向上するという観点からは、上記配向膜材料における重合体は
、ポリアミック酸及びポリイミドの少なくとも一方の主鎖構造を有することがより好まし
い。すなわち、上記配向膜材料における重合体は、ジアミン及び酸無水物を含む単量体成
分の共重合体であることがより好ましい。
【００４７】
ＡＣ焼き付きをより効果的に抑制する観点からは、上記配向膜材料における重合体は、第
一構成単位の単量体成分に対する第二構成単位の単量体成分の重量％（導入率）が４～４
０％、より好適には１５～４０％であることが好ましい。他方、ＡＣ焼き付きをより効果
的に抑制しつつ、ＶＡＴＮモードにおける液晶層の平均プレチルト角をより大きくする観
点からは、上記配向膜材料における重合体は、第一構成単位の単量体成分に対する第二構
成単位の単量体成分の重量％が４％、より好適には１５％以上であることが好ましく、Ａ
Ｃ焼き付きをより効果的に抑制しつつ、ＶＡＴＮモードにおける液晶層の平均プレチルト
角をより小さく大きくする観点からは、上記配向膜材料における重合体は、第一構成単位
の単量体成分に対する第二構成単位の単量体成分の重量％が４０％以下であることが好ま
しい。
【００４８】
上記液晶表示装置は、一方の基板の液晶層側にマトリクス状に配置された画素電極と、他
方の基板の液晶層側に配置された共通電極とを備えるマトリクス状に配置された画素を有
し、上記画素は、隣接して配置される２以上のドメインを有することが好ましい。このよ
うな形態においては、隣接するドメインの境界が重複して露光されることが多く、重複し
て露光される部分（二重露光部）においてＡＣ焼き付きが大きくなる傾向にある。また、
二重露光部においては液晶分子のプレチルト角がばらつく傾向にある。しかしながら、こ
の形態に本発明における配向膜を適用することによって、二重露光部におけるＡＣ焼き付
きと、液晶分子のプレチルト角のばらつきとの発生を効果的に抑制しつつ、広視野角化が
可能となる。なお、上下左右等の４方向に対して広視野角化を実現する観点からは、上記
画素は、４つのドメインを有することが好ましい。
【００４９】
このように、上記液晶表示装置は、各画素領域が分割して露光（光照射）されることによ
って配向分割されることが好ましい。配向分割される液晶モードとしては、ＶＡＴＮモー
ド及びＥＣＢモードが好適であり、なかでもＶＡＴＮモードが好適である。
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【００５０】
なお、以上説明した本発明の第１の液晶表示装置における各種形態は、適宜組み合わされ
てもよい。
【００５１】
本発明はまた、一対の基板間に液晶分子を含む液晶層が挟持された構成を有し、少なくと
も一方の基板の液晶層側表面に配向膜を有する液晶表示装置であって、上記配向膜は、光
官能基に由来する構造を有する第三構成単位と、光官能基に由来する構造を有さず、配向
性官能基を有する第四構成単位とを必須構成単位とする重合体を含む液晶表示装置（以下
、「本発明の第２の液晶表示装置」ともいう。）でもある。
以下に本発明の第２の液晶表示装置を詳述する。
【００５２】
本発明の第２の液晶表示装置は、一対の基板間に液晶分子を含む液晶層が挟持された構成
を有し、少なくとも一方の基板の液晶層側表面に配向膜を有する。
【００５３】
本発明の第２の液晶表示装置の構成としては、このような液晶表示装置の標準的な構成要
素を必須とするものである限り、その他の構成要素については特に限定されるものではな
い。
【００５４】
なお、本発明の第２の液晶表示装置は、単純マトリクス型液晶表示装置であってもよいが
、アクティブマトリクス型液晶表示装置であることが好ましい。このように、本発明の第
２の液晶表示装置は、一方の基板の液晶層側にマトリクス状に配置された画素電極と、他
方の基板の液晶層側に配置された共通電極とを含んで構成されるマトリクス状に配置され
た画素を有することが好ましい。
【００５５】
また、本発明の第１の液晶表示装置と同様の観点から、本発明の第２の液晶表示装置にお
いて、上記配向膜は、両方の基板の液晶層側の表面に設けられることが好ましく、本発明
の第２の液晶表示装置は、光官能基に由来する構造を有する第三構成単位と、光官能基及
び光官能基に由来する構造を有さず、配向性官能基を有する第四構成単位とを必須構成単
位とする重合体を含む配向膜が両方の基板の液晶層側の表面に設けられることが好ましい
。
【００５６】
上記配向膜は、光官能基に由来する構造を有する第三構成単位と、光官能基に由来する構
造を有さず、配向性官能基を有する第四構成単位とを必須構成単位とする重合体を含む。
これにより、本発明の第１の液晶表示装置と同様の効果を奏することができる。
【００５７】
上記光官能基に由来する構造としては特に限定されないが、光官能基の結合構造、分解反
応、光異性化構造及び光再配向構造からなる群より選ばれる少なくとも一つの構造が好適
である。
【００５８】
なお、上記光官能基の結合構造、分解反応、光異性化構造及び光再配向構造からなる群と
は、より詳細には、光官能基の結合構造、光官能基の分解構造、光官能基の光異性化構造
及び光官能基の光再配向構造からなる群である。
【００５９】
上記光官能基の結合構造は、光官能基同士が光照射によって結合した構造であり、架橋反
応（二量化反応も含む）により形成されたものであることが好ましい。
【００６０】
上記光官能基の分解構造は、光官能基が光照射によって分解した構造である。
【００６１】
上記光官能基の光異性化構造は、光官能基が光照射によって異性化した構造である。した
がって、上記第三構成単位は、例えば、光照射によりシス異性体（又はトランス異性体）
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の光官能基が励起状態を経てトランス異性体（又はシス異性体）の光官能基に変化した構
造を有する。
【００６２】
上記光官能基の光再配向構造は、光官能基が光再配向した構造である。なお、光再配向と
は、光官能基が異性化することなく光照射によってその光官能基の方向のみが変化するも
のである。したがって、上記第三構成単位は、例えば、光照射によりシス異性体（又はト
ランス異性体）の光官能基が励起状態を経て、その異性のまま光官能基の方向を変えた構
造を有する。
【００６３】
なお、上記配向膜における重合体の構成単位の分布は特に限定されず、交互コポリマー、
ブロックコポリマー、ランダムコポリマー、グラフトコポリマーのいずれであってもよい
。また、上記配向膜における重合体の分子量は特に限定されないが、従来の配向膜に含ま
れる重合体と同様に、配向膜として利用可能である程度の分子量を有することが好ましい
。更に、上記配向膜における重合体の各構成単位の割合は特に限定されないが、２つの必
須構成単位同士の好適な割合（重量％）については後述する。
【００６４】
上記配向膜は、通常、光照射（好適には紫外線照射）による配向処理が施されたものであ
ることから、上記配向膜は、光、なかでも紫外光に対して敏感であることが好ましく、よ
り具体的には、より小さな露光エネルギーかつ短時間で光、なかでも紫外光に対して反応
することが好ましい。また、製造プロセスにおけるタクトタイムを短縮する観点から、上
記配向膜に対する光照射の露光エネルギーは、１００ｍＪ／ｃｍ２以下であることが好ま
しく、５０ｍＪ／ｃｍ２以下であることがより好ましい。また、遮光マスク（フォトマス
ク）等を用いて、各画素内を分割して露光する分割配向処理を行う場合は、２０ｍＪ／ｃ
ｍ２以下であることが更に好ましい。
本発明の第２の液晶表示装置における好ましい形態について以下に詳しく説明する。
【００６５】
液晶分子をより均一に配向制御する観点、すなわちプレチルト角のばらつきを抑制する観
点からは、上記第三構成単位は、光官能基の結合構造、光異性化構造及び光再配向構造か
らなる群より選ばれる少なくとも一つの構造を有することが好ましい。
【００６６】
上記配向膜における重合体の第三構成単位は、光官能基に由来する構造を有する側鎖を持
つことが好ましく、上記配向膜における重合体の第四構成単位は、光官能基に由来する構
造を有さず、配向性官能基を有する側鎖を持つことが好ましい。これにより、本発明の第
２の液晶表示装置をより容易に実現することができるとともに、ＡＣ焼き付きの低減によ
り効果的である。
【００６７】
上記配向性官能基としては、液晶分子を配向制御する特性を光照射によらず発現する官能
基であれば特に限定されず、従来公知の配向性官能基、例えば垂直配向性官能基、水平配
向性官能基等を用いることができるが、本発明の第１の液晶表示装置と同様に、上記垂直
配向性官能基は、無処理又はラビング処理によって、より好適には無処理、すなわち配向
処理が施されずとも液晶分子を垂直配向制御する特性を発現する官能基であることが好ま
しく、一方、上記水平配向性官能基は、無処理又はラビング処理によって液晶分子を水平
配向制御する特性を発現する官能基であることが好ましい。
【００６８】
本発明の第１の液晶表示装置と同様の観点からは、本発明の第２の液晶表示装置において
以下の形態が好ましい。すなわち、上記配向膜における重合体の必須構成単位は、配向制
御方向が同方向であることが好ましい。上記液晶表示装置における配向膜は、配向膜面内
において液晶分子を均一に配向制御することが好ましい。上記液晶表示装置における配向
膜は、液晶分子を垂直配向制御する垂直配向膜であることが好ましい。上記液晶表示装置
における配向膜は、液晶層の平均プレチルト角が８７°、より好適には８７．５°以上と
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なるように液晶分子を配向制御するものであることが好ましい。上記液晶表示装置におけ
る配向膜は、液晶層の平均プレチルト角が８９．５°、より好適には８８．５°以下とな
るように液晶分子を配向制御するものであることが好ましい。上記液晶表示装置における
配向膜は、液晶層の平均プレチルト角を８７～８９．５°、より好適には８７．５～８８
．５°となるように液晶分子を配向制御するものであることが好ましい。上記配向膜にお
ける重合体の第四構成単位は、垂直配向性官能基を有する側鎖を持つことが好ましい。上
記配向膜における重合体の第三構成単位は、クマリン基、シンナメート基、カルコン基、
アゾベンゼン基及びスチルベン基からなる群より選ばれる少なくとも一つの光官能基に由
来する構造を有する側鎖を持つことが好ましい。上記配向膜における重合体の第四構成単
位は、ステロイド骨格を有する側鎖を持つことが好ましい。また、上記配向膜における重
合体の第四構成単位は、１，４－シクロヘキシレン及び１，４－フェニレンのいずれかか
ら選ばれる３～４個の環が直接又は１，２－エチレンを介して直線状に結合された構造を
有する側鎖を持ってもよい。すなわち、上記配向膜における重合体の第四構成単位は、３
～４個の環が直線状に結合された構造を有する側鎖を持ち、上記３～４個の環は、互いに
それぞれ独立して、１，４－シクロヘキシレン及び１，４－フェニレンのいずれかから選
ばれ、上記３～４個の環の間の結合は、互いにそれぞれ独立して、単結合又は１，２－エ
チレンであってもよい。更に、上記配向膜材料における重合体の第二構成単位は、３～４
個の環が直線状に結合された構造を有する側鎖を持ち、上記３～４個の環の内の末端側の
２個の環は、１，４－フェニレンであり、上記３～４個の環の内の主鎖側の１～２個の環
は、互いにそれぞれ独立して、１，４－シクロヘキシレン及び１，４－フェニレンのいず
れかから選ばれ、上記３～４個の環の間の結合は、単結合であることがより好ましい。上
記配向膜における重合体は、ポリアミック酸、ポリイミド、ポリアミド及びポリシロキサ
ンからなる群より選ばれる少なくとも一つの主鎖構造を有することが好ましい。上記配向
膜における重合体の必須構成単位は、ジアミンによって形成されるものであることが好ま
しい。上記配向膜における重合体は、ジアミンと、酸無水物及びジカルボン酸の少なくと
も一方とを含む単量体成分の共重合体であることが好ましい。上記配向膜における重合体
は、ポリアミドイミドであってもよい。上記配向膜における重合体は、ポリアミック酸及
びポリイミドの少なくとも一方の主鎖構造を有することがより好ましい。上記配向膜にお
ける重合体は、ジアミン及び酸無水物を含む単量体成分の共重合体であることがより好ま
しい。上記配向膜材料における重合体は、第三構成単位の単量体成分に対する第四構成単
位の単量体成分の重量％が４％、より好適には１５％以上であることが好ましい。上記配
向膜材料における重合体は、第三構成単位の単量体成分に対する第四構成単位の単量体成
分の重量％が４０％以下であることが好ましい。上記配向膜における重合体は、第三構成
単位の単量体成分に対する第四構成単位の単量体成分の重量％（導入率）が４～４０％、
より好適には１５～４０％であることが好ましい。上記液晶表示装置は、一方の基板の液
晶層側にマトリクス状に配置された画素電極と、他方の基板の液晶層側に配置された共通
電極とを備えるマトリクス状に配置された画素を有し、上記画素は、隣接して配置される
２以上のドメインを有することが好ましい。上記画素は、４つのドメインを有することが
好ましい。上記液晶表示装置は、各画素領域が分割して露光（光照射）されることによっ
て配向分割されることが好ましい。配向分割される液晶モードとしては、ＶＡＴＮモード
及びＥＣＢモードが好適であり、なかでもＶＡＴＮモードが好適である。このように、本
発明の第２の液晶表示装置には、本発明の第１の液晶表示装置における各種形態を適宜適
用することができる。
【００６９】
また、以上説明した本発明の第２の液晶表示装置における各種形態は、適宜組み合わされ
てもよい。
【００７０】
本発明は更に、上記液晶表示装置に設けられた配向膜を形成するための配向膜材料に含ま
れる配向膜材料用重合体でもある。これにより、液晶表示装置におけるＡＣ焼き付きの程
度を低減することができ、優れた表示品位を有する液晶表示装置を実現できる。また、光
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配向法によって配向膜の配向処理を行うことができ、液晶表示装置を容易に製造すること
ができる。更に、配向膜材料の塗布性を向上することができる。
【００７１】
なお、本発明の配向膜材料用重合体には、本発明の第１及び第２の液晶表示装置における
重合体の各種形態を適宜適用することができる。
【発明の効果】
【００７２】
本発明の液晶表示装置及び配向膜材料用重合体によれば、ＡＣモードでの焼き付きの発生
を抑制することができる液晶表示装置及び配向膜材料用重合体を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００７３】
以下に実施形態を掲げ、本発明を図面を参照して更に詳細に説明するが、本発明はこれら
の実施形態のみに限定されるものではない。また、本実施形態では、ＶＡＴＮモードにつ
いて詳細に述べるが、本発明は、水平配向タイプのＴＮモード、ＩＰＳモード、ＥＣＢモ
ード等にも適用でき、ＡＣ焼き付きを抑制することが期待できる。すなわち、本発明を水
平配向タイプのモードに適応する場合、配向膜材料に含まれる重合体としては、側鎖部に
垂直配向性官能基を導入していない構成単位（例えばジアミン）又は側鎖部に親水性官能
基若しくは水平配向官能基を導入した構成単位（例えばジアミン）と、水平配向タイプの
光官能基を有する構成単位（例えばジアミン）との共重合体（コポリマー）を用いればよ
い。
【００７４】
＜実施形態１＞
本実施形態について、１．配向膜材料、２．配向膜の作製方法、３．液晶表示装置の基本
動作、４．液晶表示装置の作製方法、５．ＡＣ焼き付き評価試験の順に説明する。
【００７５】
（１．配向膜材料）
本実施形態の配向膜材料は、液晶分子を配向制御する特性を光照射によって発現する第一
構成単位と、液晶分子を配向制御する特性を光照射によらず発現する第二構成単位とを必
須構成単位とする重合体を含む。より具体的には、第一構成単位は、光官能基を有する側
鎖を持ち、一方、第二構成単位は、垂直配向性官能基を有する側鎖を持つ。このように、
第二構成単位は、液晶分子を垂直配向制御する官能基、すなわち液晶分子を配向膜表面に
対して略垂直に配向制御する官能基を側鎖に有する。また、配向膜材料における重合体の
必須構成単位（第一構成単位及び第二構成単位）は、配向制御方向が同じ方向（ＶＡＴＮ
モードを実現できる程度に同じ方向）であり、本実施形態の配向膜材料を用いて形成され
た膜に対して光照射による配向処理が施された本実施形態の配向膜は、配向膜面内におい
て液晶分子を均一に（ＶＡＴＮモードを実現できる程度に均一に）配向制御することがで
きる。このように、本実施形態の配向膜は、液晶分子を配向膜表面に対して略垂直な方向
に配向制御する垂直配向膜であり、好適には、液晶層の平均プレチルト角が８７～８９．
５°、より好適には８７．５～８８．５°となるように液晶分子を配向制御する。
【００７６】
本実施形態の配向膜材料における重合体の必須構成単位は、ジアミンによって形成される
。すなわち、必須構成単位の単量体成分はジアミンである。また、本実施形態の重合体は
、ジアミン及び酸無水物を含む単量体成分の共重合体であり、本実施形態の重合体は、ポ
リアミック酸及びポリイミドの少なくとも一方の主鎖構造を有する。これにより、本実施
形態の配向膜材料を用いて配向膜が形成された液晶表示装置をＶＡＴＮモードとして効果
的に駆動させることができるとともに、液晶層の平均プレチルト角をＶＡＴＮモードに好
適である８７～８９．５°（より好適には８７．５～８８．５°）に安定化させることが
できる。また、ＡＣ焼き付きの抑制にも効果的である。
【００７７】
ここで、本実施形態の重合体について図１を用いて説明する。図１は、本実施形態の配向
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膜材料における重合体の基本構造を示す。なお、図１において、実線で囲まれた部分は、
酸無水物から誘導されるユニット（酸無水物ユニット）であり、破線で囲まれる部分は、
光配向膜に用いられるジアミン、すなわち光官能基を有する側鎖２１を持つジアミンから
誘導されるユニット（光配向ジアミンユニット）であり、一点差線で囲まれる部分は、垂
直配向膜に用いられるジアミン、すなわち垂直配向性官能基を有する側鎖２２を持つジア
ミンから誘導されるユニット（垂直配向性ジアミンユニット）である。このように、本実
施形態の重合体は、第一及び第二構成単位の単量体成分である２種類のジアミンと、酸無
水物とを重合することによって形成された共重合体であり、２種類のジアミンはそれぞれ
、光官能基を有する側鎖を持つジアミンと垂直配向性官能基を有する側鎖を持つジアミン
とである。また、本実施形態の重合体は、酸無水物ユニットと、光配向ジアミンユニット
及び垂直配向性ジアミンユニットのいずれかのユニットとが交互に配置されたポリアミッ
ク酸又はポリイミドである。一方、従来の配光膜における重合体は、光配向膜の場合は、
酸無水物ユニットと、光配向ジアミンユニットとが交互に配置されたポリアミック酸又は
ポリイミドであり、垂直配向膜の場合は、酸無水物ユニットと、垂直配向性ジアミンユニ
ットとが交互に配置されたポリアミック酸又はポリイミドである。
【００７８】
第一構成単位は、シンナメート基（下記式（１））、カルコン基（下記式（２））、アゾ
ベンゼン基（下記式（３））、スチルベン基（下記式（４））、シンナモイル基及びクマ
リン基からなる群より選ばれる少なくとも一つの光官能基を有する。これらの光官能基は
、光照射によって架橋反応（二量化反応も含む）、異性化及び光再配向のいずれか、又は
、それらの複合反応を発生し、照射角度等の光照射の条件によって配向膜表面の液晶分子
を所望の方向に配向制御する機能を有する。クマリン誘導体としては、下記式（５）で表
される化合物等が挙げられる。なかでも、第一構成単位は、シンナメート基（吸収波長（
λｍａｘ）２７０ｎｍ）、カルコン基（吸収波長（λｍａｘ）３００ｎｍ）、アゾベンゼ
ン基（吸収波長（λｍａｘ）３５０ｎｍ）及びスチルベン基（吸収波長（λｍａｘ）２９
５ｎｍ）からなる群より選ばれる少なくとも一つの光官能基を側鎖に有することが好まし
い。これにより、本発明の液晶表示装置をＶＡＴＮモードとして効果的に駆動させること
ができるとともに、液晶層の平均プレチルト角をＶＡＴＮモードに好適である８７～８９
．５°（より好適には８７．５～８８．５°）に安定化させることができる。また、ＡＣ
焼き付きの抑制にも効果的である。なお、これらの光官能基は、単独で用いてもよいし２
種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００７９】
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【化１】

【００８０】
第二構成単位は、従来の垂直配向膜に含まれる垂直性官能基を有するものであればよいが
、なかでも下記式（７）、式（８）又は式（９）で表されるジアミンによって形成された
ものが好適である。なお、これらは、単独で用いてもよいし２種以上を組み合わせて用い
てもよい。
【００８１】

【化２】

【００８２】
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（式（７）中、Ｘは、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ
－、－ＣＯＮＨ－、－Ｓ－又はアリーレン基であり、Ｒ４は、炭素数１０～２０のアルキ
ル基、炭素数４～４０の脂環式骨格を有する１価の有機基又は炭素数６～２０のフッ素原
子を有する１価の有機基である。）
【００８３】
【化３】

【００８４】
（式（８）中、Ｘは、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ
－、－ＣＯＮＨ－、－Ｓ－又はアリーレン基であり、Ｒ５は、炭素数４～４０の脂環式骨
格を有する２価の有機基である。）
【００８５】

【化４】

【００８６】
（式（９）中、Ａ１、Ａ２及びＡ３は、それぞれ独立して１，４－シクロヘキシレン又は
１，４－フェニレンであり；Ａ４は、１，４－シクロヘキシレン、１，４－フェニレン又
は単結合であり；Ｂ１、Ｂ２及びＢ３は、それぞれ独立して単結合又は１，２－エチレン
であり；Ｒ６は、炭素数が１～２０のアルキルであり、このアルキルにおいて１つの－Ｃ
Ｈ２－は、－Ｏ－で置き換えられてもよい。）
【００８７】
上記式（７）において、Ｒ４で表される炭素数１０～２０のアルキル基としては、例えば
、ｎ－デシル基、ｎ－ドデシル基、ｎ－ペンタデシル基、ｎ－ヘキサデシル基、ｎ－オク
タデシル基、ｎ－エイコシル基等が挙げられる。
【００８８】
また、上記式（７）におけるＲ４及び上記式（８）におけるＲ５で表される炭素数４～４
０の脂環式骨格を有する有機基としては、例えば、シクロブタン、シクロペンタン、シク
ロヘキサン、シクロデカン等のシクロアルカン由来の脂環式骨格を有する基；コレステロ
ール、コレスタノール等のステロイド骨格を有する基；ノルボルネン、アダマンタン等の
有橋脂環式骨格を有する基等が挙げられる。これらの中で、特に好ましくはステロイド骨
格を有する基である。上記脂環式骨格を有する有機基は、ハロゲン原子、好ましくはフッ
素原子や、フルオロアルキル基、好ましくはトリフルオロメチル基で置換された基であっ
てもよい。
【００８９】
更に、上記式（７）におけるＲ４で表される炭素数６～２０のフッ素原子を有する基とし
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状アルキル基；シクロヘキシル基、シクロオクチル基等の炭素数６以上の脂環式炭化水素
基；フェニル基、ビフェニル基等の炭素数６以上の芳香族炭化水素基等の有機基における
水素原子の一部又は全部を、フッ素原子又はトリフルオロメチル基等のフルオロアルキル
基で置換した基が挙げられる。
【００９０】
また、上記式（７）及び上記式（８）におけるＸは、単結合、－Ｏ－、－ＣＯ－、－ＣＯ
Ｏ－、－ＯＣＯ－、－ＮＨＣＯ－、－ＣＯＮＨ－、－Ｓ－又はアリーレン基であり、アリ
ーレン基としては、フェニレン基、トリレン基、ビフェニレン基、ナフチレン基等が挙げ
られる。これらのうち、特に好ましくは、－Ｏ－、－ＣＯＯ－、－ＯＣＯ－で表される基
である。
【００９１】
上記式（７）で表される基を有するジアミンの具体例としては、ドデカノキシ－２，４－
ジアミノベンゼン、ペンタデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、ヘキサデカノキシ－
２，４－ジアミノベンゼン、オクタデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、下記式（１
０）～（１５）で表される化合物を好ましいものとして挙げることができる。
【００９２】
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【化５】

【００９３】
また、上記式（８）で表される基を有するジアミンの具体例としては、下記式（１６）～
（１８）のそれぞれで表されるジアミンを好ましいものとして挙げることができる。
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【００９４】
【化６】

【００９５】
上記式（９）において、Ｒ６は、炭素数が１～２０のアルキルから任意に選ばれ、直鎖で
も分岐でもよい。また１つの－ＣＨ２－が－Ｏ－で置き換えられてもよい。具体例は、メ
チル、エチル、プロピル、ブチル、ペンチル、ヘキシル、ヘプチル、オクチル、ノニル、
デシル、ウンデシル、ドデシル、トリデシル、テトラデシル、ペンタデシル、ヘキサデシ
ル、ヘプタデシル、オクタデシル、ノナデシル、エイコシル、イソプロピル、イソブチル



(21) JP 4995267 B2 2012.8.8

10

20

、ｓｅｃ－ブチル、ｔ－ブチル、イソペンチル、ネオペンチル、ｔ－ペンチル、１－メチ
ルペンチル、２－メチルペンチル、３－メチルペンチル、４－メチルペンチル、イソヘキ
シル、１－エチルペンチル、２－エチルペンチル、３－エチルペンチル、４－エチルペン
チル、２，４－ジメチルヘキシル、２，３，５－トリエチルヘプチルメトキシ、エトキシ
、プロピルオキシ、ブチルオキシ、ペンチルオキシ、ヘキシルオキシ、メトキシメチル、
メトキシエチル、メトキシプロピル、メトキシブチル、メトキシペンチル、メトキシヘキ
シル、エトキシメチル、エトキシエチル、エトキシプロピル、エトキシブチル、エトキシ
ペンチル、エトキシヘキシル、ヘキシルオキシメチル、ヘキシルオキシエチル、ヘキシル
オキシプロピル、ヘキシルオキシブチル、ヘキシルオキシペンチル、ヘキシルオキシヘキ
シル等である。これらの中で好ましい例は、プロピル、ブチル、ペンチル、ヘキシル、ヘ
プチル、オクチル、ノニル、デシル、ウンデシル、ドデシル、トリデシル、テトラデシル
、ペンタデシル、ヘキサデシル、ヘプタデシル、オクタデシル、ノナデシル、エイコシル
等である。
【００９６】
また、上記式（９）において、Ｂ１、Ｂ２、及びＢ３は、それぞれ独立して単結合又は１
，２－エチレンから選ばれるが、上記式（９）中の１，２－エチレンの数は０又は１であ
ることが好ましい。
【００９７】
更に、上記式（９）において、なかでも特に好適な化合物として、以下の表１～３に例示
するＲ６、Ａ１、Ａ２、Ａ３、Ａ４、Ｂ１、Ｂ２及びＢ３の組み合わせを有する化合物を
挙げることができる。なお、各表中、Ｂは、１，４－フェニレン、Ｃｈは、１，４－シク
ロヘキシレン、－は、単結合、Ｅは、１，２－エチレンを表す。１，４－シクロヘキシレ
ンのシス／トランス異性体は混在してもよいが、トランス異性体が好ましい。
【００９８】
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【００９９】
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【０１００】
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【０１０１】
また、上記式（９）で表される基を有するジアミンの具体例としては、下記式（１９）で
表されるジアミンを好ましいものとして挙げることができる。
【０１０２】
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【０１０３】
このように、第二構成単位は、ステロイド骨格を有する側鎖、又は、１，４－シクロヘキ
シレン及び１，４－フェニレンのいずれかから選ばれる３～４個の環が直接又は１，２－
エチレンを介して直線状に結合された構造を有する側鎖を持つことが好ましい。これによ
り、本発明の液晶表示装置をＶＡＴＮモードとして効果的に駆動させることができるとと
もに、液晶層の平均プレチルト角をＶＡＴＮモードに好適である８７～８９．５°（より
好適には８７．５～８８．５°）に安定化させることができる。また、ＡＣ焼き付きの抑
制にも効果的である。
【０１０４】
本実施形態の共重合体に用いられる酸無水物としては、下記式（２０）で表される酸無水
物（ＰＭＤＡ）、下記式（２１）で表される酸無水物（ＣＢＤＡ）、下記式（２２）で表
される酸無水物（ＢＰＤＡ）、下記式（２３）で表される酸無水物（ｅｘｏＨＤＡ）、下
記式（２４）で表される酸無水物（ＢＴＤＡ）、下記式（２５）で表される酸無水物（Ｔ
ＣＡ）、下記式（２６）で表される酸無水物（ＮＤＡ）等が好適である。なお、これらは
、単独で用いてもよいし２種以上を組み合わせて用いてもよい。
【０１０５】
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【化８】

【０１０６】
本実施形態の共重合体は、ポリアミド、ポリアミドイミド又はポリシロキサンであっても
よい。すなわち、本実施形態の共重合体は、ポリアミドの主鎖構造を有してもよい。この
場合、本実施形態の共重合体は、上述の第一構成単位及び第二構成単位と、ジカルボン酸
とを重合することによって形成することができる。また、本実施形態の共重合体は、ポリ
シロキサンの主鎖構造、すなわちシロキサン結合（≡Ｓｉ－Ｏ－Ｓｉ≡）を含む主鎖構造
を有してもよい。
【０１０７】
また、本実施形態の共重合体は、光照射によって分解反応を起こす光官能基を有する第一
構成単位から構成されてもよいが、プレチルト角のばらつきを抑制する観点からは、上述
のように光照射によって架橋反応（二量化反応も含む）、異性化及び光再配向のいずれか
、又は、それらの複合反応を発生する光官能基を第一構成単位中に有することが好ましい
。なお、光分解反応（光により起こる分解反応）を生じて液晶にプレチルトを与える配向
膜材料としては、例えば、ポリビニルアルコール、ポリアミド、ポリイミド等が挙げられ
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る。
【０１０８】
ここで、本実施形態の配向膜材料により形成された配向膜を有する液晶表示装置において
ＡＣ焼き付きが抑制される原因について図２及び３を用いて更に説明する。図２は、側鎖
変形によるＡＣ焼き付きを抑制するメカニズムを説明するための実施形態１の液晶表示装
置における配向膜表面近傍を示した断面模式図であり、（ａ）は、初期状態を、（ｂ）は
、液晶層に電場が印加された状態を、（ｃ）は、液晶層に印加された電場が解除された状
態を示す。また、図３は、液晶吸着によるＡＣ焼き付きを抑制するメカニズムを説明する
ための実施形態１の液晶表示装置における配向膜表面近傍を示した断面模式図であり、（
ａ）は、初期状態を、（ｂ）は、液晶層に電場が印加された状態を、（ｃ）は、液晶層に
印加された電場が解除された状態を示す。
【０１０９】
側鎖変形によるＡＣ焼き付きの抑制メカニズムについては以下のように説明することがで
きる。すなわち、まず、初期状態においては、図２（ａ）に示すように、従来と同様に、
液晶層２０に含まれる液晶分子１１と配向膜１０の側鎖（光官能基を有する側鎖２１及び
垂直配向性官能基を有する側鎖２２）との間で相互作用が働き、液晶分子１１にプレチル
トが発現している。次に、図２（ｂ）に示すように、液晶層２０に電場が印加されたとき
、垂直配向性官能基を有する側鎖２２が液晶分子１１のベンド変形によって光官能基を有
する側鎖２１がなぎ倒されるのを抑制（弾性変形抑制、立体障害）する。そして、図２（
ｃ）に示すように、液晶層２０に印加された電場が解除されたとき、配向膜１０の側鎖は
ほとんどなぎ倒されていないことから、液晶層２０のチルト角の変化が抑制され、その結
果、ＡＣ焼き付きの発生を抑制することができると考えられる。
【０１１０】
一方、液晶吸着によるＡＣ焼き付きの抑制メカニズムについては以下のように説明するこ
とができる。すなわち、配向膜１０へ紫外線等の光を照射したとしても、垂直配向性官能
基を有する側鎖２２による立体障害に起因して、初期状態において、図３（ａ）に示すよ
うに、主鎖２５の液晶分子１１が吸着している部位が減少する。次に、図３（ｂ）に示す
ように、液晶層２０に電場が印加されたときも、垂直配向性官能基を有する側鎖２２によ
る立体障害に起因して、液晶分子１１が配向膜１０の側鎖（光官能基を有する側鎖２１及
び垂直配向性官能基を有する側鎖２２）をすり抜けて吸着液晶（初期状態から主鎖に吸着
している液晶分子）に並ぶことが抑制される。このように、主鎖間に吸着する液晶分子と
、吸着している液晶分子と同様に並ぶ液晶分子との発生が抑制されることから、図３（ｃ
）に示すように、液晶層２０に印加された電場が解除されたとき、液晶層２０のチルト角
の変化が抑制され、その結果、ＡＣ焼き付きの発生を抑制することができると考えられる
。
【０１１１】
また、本実施形態の配向膜材料によれば、従来の光配向膜に比べて、スピンコート、フレ
キソ印刷、インクジェット等の方法による印刷時における塗布性の向上も期待できる。上
述の光配向ジアミンユニットは、ＶＨＲを向上することを目的として側鎖末端にフッ素元
素が含まれる場合、強い疎水性を示す。つまり、従来の光配向ジアミンユニットのみのホ
モポリマーでは、一般的に基板への塗布性がよくない。一方、光配向ジアミンユニットと
垂直配向性ジアミンユニットとが共重合された本実施形態のコポリマーでは、光配向ジア
ミンユニットが減少することから重合体全体におけるフッ素密度を下げることができる。
また、垂直配向性ジアミンユニットの疎水性は、通常、フッ素よりも低い。したがって、
垂直配向性ジアミンユニットの導入率を高くするほど、基板への塗布性を向上することが
できる。
【０１１２】
なお、本発明は本実施形態に限らず、ＴＮモード、ＥＣＢモード、ＩＰＳモード等の水平
配向タイプの用途にも適用可能であり、この場合、光官能基を有するイミド、アミド等の
誘導体と光官能基を有さないイミド、アミド等の誘導体とのコポリマー（共重合体）を含
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む水平配向膜形成することで、ＡＣ焼き付きを抑制することができる。
【０１１３】
（２．配向膜の作製方法）
以下に、本実施形態の配向膜の作製方法について説明する。
まず、第一構成単位及び第二構成単位の単量体成分と、酸無水物とを従来公知の方法によ
り重合（コポリマー化）する。
【０１１４】
次に、コポリマー化された重合体を基板に塗布（印刷）するためのワニスを調整する。ワ
ニスに含まれる溶剤としては、γ－ブチルラクトン（ＢＬ）、Ｎ－メチルピロリドン（Ｎ
ＭＰ）、ブチルセルソルブ（ＢＣ）、ジエチルエーテルジブチルグリコール（ＤＥＤＧ）
、ジイソブチルケトン（ＤＩＢＫ）、ジペンチルエーテル（ＤＰＥ）等の溶媒を含有する
混合溶媒が好適である。
【０１１５】
次に、ワニスを基板に塗布する。ワニスの塗布方法としては、スピンコート、フレキソ印
刷、インクジェット等が好適である。
【０１１６】
ワニスを印刷後、仮焼成用ホットプレートにて仮焼成を行い、続いて本焼成用ホットプレ
ートにて本焼成を行う。なお、仮焼成及び本焼成における加熱温度及び加熱時間は適宜設
定できる。また、本実施形態の配向膜の膜厚も適宜設定できる。
【０１１７】
本実施形態の配向膜は、２層化処理又はハイブリット化処理と呼ばれる方法により形成さ
れてもよい。これまで、液晶表示装置の焼き付きの主な原因としては、残留ＤＣが考えら
れていた。残留ＤＣは、配向膜の膜厚（体積）が厚い（大きい）ほど、大きくなる。した
がって、配向膜の膜厚（体積）が薄い（小さい）ほど残留ＤＣは小さくなる。それに対し
て、パネル製造の配向膜印刷工程での塗布欠陥を防止するためには、配向膜はある程度の
膜厚、例えば６０ｎｍ以上を維持することは必要不可欠である。そこで、これを解決する
手段としては、２層化処理又はハイブリット化処理と呼ばれる方法がある。すなわち、水
平配向膜のポリマーと垂直配向膜のポリマーとが一定の比率（例えば、５０：５０～１０
：９０）でブレンドされたワニスを基板に塗布することにより、塗布直後又は配向膜塗布
後の焼成過程において、ポリマー間で相分離が発生する。そして、この作用を利用するこ
とにより、基板側には水平配向膜が形成され、液晶層側には垂直配向膜が形成される。こ
れにより、液晶層側に露出する配向膜の体積を少なくすることができ、残留ＤＣと残留Ｄ
Ｃに起因する焼き付きとを低減することができる。本実施形態においても、必要であれば
、上記の処理をすることが可能である。これにより、残留ＤＣに起因する焼き付きと、Ａ
Ｃモードでの焼き付きとがともに低減された液晶表示装置を実現することができる。
【０１１８】
次に、基板上に形成された配向膜に光照射による配向処理を施す。配向膜の照射条件は適
宜設定することができるが、配向膜を照射（露光）する光は、紫外光を含むことが好まし
く、紫外光であることがより好ましい。また、製造プロセスにおけるタクトタイムを短縮
する観点から、光照射の露光エネルギーは、１００ｍＪ／ｃｍ２以下であることが好まし
く、５０ｍＪ／ｃｍ２以下であることがより好ましく、遮光マスク（フォトマスク）等を
用いて各画素内を分割して露光する分割配向処理を行う場合は、２０ｍＪ／ｃｍ２以下で
あることが更に好ましい。なお、その他の照射条件（例えば、偏光の有無、照射角度等）
は、適宜設定することができる。
【０１１９】
以上のようにして、本実施形態の配向膜が形成及び配向処理される。これにより、本実施
形態の配向膜は、光官能基に由来する構造、好適には、光官能基の結合構造、光異性化構
造及び光再配向構造からなる群より選ばれる少なくとも一つの構造を有する。そして、配
向膜面内において略均一なプレチルト角を発現することとなる。
【０１２０】
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（３．液晶表示装置の基本動作）
以下に、本実施形態の液晶表示装置の基本動作について説明する。
図４は、実施形態１における光配向処理方向と液晶分子のプレチルト方向との関係を示す
斜視模式図である。図５（ａ）は、実施形態１の液晶表示装置がモノドメインを有する場
合における、一画素（１ピクセル又は１サブピクセル）内の液晶ダイレクターの方向と一
対の基板（上下基板）に対する光配向処理方向とを示す平面模式図であり、（ｂ）は、図
５（ａ）で示した液晶表示装置に設けられる偏光板の吸収軸方向を示す模式図である。な
お、図５（ａ）は、光配向処理方向が一対の基板の間で直交し、かつ一対の基板の間に閾
値以上のＡＣ電圧が印加された状態を示す。また、図５（ａ）中、実線矢印は、下基板に
対する光照射方向（光配向処理方向）を示し、点線矢印は、上基板に対する光照射方向（
光配向処理方向）を示す。図６は、実施形態１の液晶表示装置がモノドメインを有する場
合における、一画素（サブ画素）内の液晶ダイレクターの方向と一対の基板（上下基板）
に対する光配向処理方向とを示す平面模式図である。なお、図６（ａ）は、実施形態１の
液晶表示装置がモノドメインを有する場合における、一画素（１ピクセル又は１サブピク
セル）内の液晶ダイレクターの方向と一対の基板（上下基板）に対する光配向処理方向と
を示す平面模式図であり、（ｂ）は、図６（ａ）で示した液晶表示装置に設けられる偏光
板の吸収軸方向を示す模式図である。なお、図６（ａ）は、光配向処理方向が一対の基板
の間で反平行であり、かつ一対の基板の間に閾値以上のＡＣ電圧が印加された状態を示す
。また、図６（ａ）中、実線矢印は、下基板に対する光照射方向（光配向処理方向）を示
し、点線矢印は、上基板に対する光照射方向（光配向処理方向）を示す。図７は、アライ
メントマスクを用いるプロキシミティ露光法によって配向分割を行うための実施形態１の
光配向処理プロセスにおける基板及びフォトマスクの第一の配置関係を示す断面模式図で
ある。図８は、アライメントマスクを用いるプロキシミティ露光法よって配向分割を行う
ための実施形態１の光配向処理プロセスにおける基板及びフォトマスクの第二の配置関係
を示す断面模式図である。図９（ａ）は、実施形態１の液晶表示装置が４ドメインを有す
る場合における、一画素（１ピクセル又は１サブピクセル）内の平均の液晶ダイレクター
の方向と、一対の基板（上下基板）に対する光配向処理方向と、ドメインの分割パターン
とを示す平面模式図であり、（ｂ）は、図９（ａ）で示した液晶表示装置に設けられる偏
光板の吸収軸方向を示す模式図である。なお、図９（ａ）は、一対の基板の間に閾値以上
のＡＣ電圧が印加された状態を示す。また、図９（ａ）中、実線矢印は、下基板（駆動素
子基板）に対する光照射方向（光配向処理方向）を示し、点線矢印は、上基板（カラーフ
ィルタ基板）に対する光照射方向（光配向処理方向）を示す。
図４～９を参照しながら、本実施形態の液晶表示装置の動作原理を説明する。
【０１２１】
本実施形態の液晶表示装置は、一対の基板（上下基板）の間に、誘電率異方性が負の液晶
分子を含む液晶層が挟持されている。一対の基板は、ガラス等からなる絶縁性の透明基板
を有し、一対の基板の液晶層に接する側の面にそれぞれ透明電極が形成され、更に、透明
電極上には垂直配向性を示す上述の配向膜がそれぞれ形成されている。また、一対の基板
はそれぞれ、一画素（サブ画素）毎に駆動素子（スイッチング素子）が形成された駆動素
子基板（例えば、ＴＦＴ基板）と、駆動素子基板の各画素（サブ画素）に対応してカラー
フィルタが形成されたカラーフィルタ基板として機能する。すなわち、本実施形態の液晶
表示装置において、一対の基板（上下基板）のうち、一方の基板はカラーフィルタ基板で
あり、他方の基板は駆動素子基板である。また、駆動素子基板において、駆動素子に接続
され、マトリクス状に形成された透明電極は、画素電極として機能する。一方、カラーフ
ィルタ基板において、表示領域の全面に一様に形成された透明電極は、対向電極（共通電
極）として機能する。更に、一対の基板の液晶層と反対側の面にはそれぞれ偏光板が例え
ばクロスニコルに配置されるとともに、一対の基板の間には、セル厚を一定に保つための
セル厚保持体（スペーサ）が所定の位置（非表示領域）に配置されている。なお、基板及
び透明電極の材質、液晶分子の材料等としては特に限定されない。
【０１２２】
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本実施形態における配向膜１０は、図４に示すように、入射面に平行に偏光した紫外線（
ＵＶ光、図４中の白抜き矢印）が基板面法線方向から、例えば４０°傾けて照射されると
、図４に示すように、そのＵＶ照射方向側に液晶分子１１のプレチルト角を発生すること
ができる。なお、配向膜１０の露光は、一括露光により行われてもよいし、スキャン露光
により行われてもよい。すなわち、基板及び光源を固定した状態で配向膜１０を照射して
もよいし、図４中の点線矢印に示すように、ＵＶ光をＵＶ走査方向に沿って走査しながら
配向膜１０を照射してもよい。
【０１２３】
本実施形態の液晶表示装置は、図５（ａ）に示すように、一対の基板（上下基板１２）に
対する光線照射方向が、基板を平面視したときに、それぞれ略直交するように配向膜の露
光と基板の貼り合わせとが行われ、また、上下基板１２それぞれに設けられた配向膜近傍
の液晶分子のプレチルト角が略同一であり、更に、液晶層にカイラル材を含まない液晶材
料が注入されてもよい。この場合、上下基板１２の間に閾値以上のＡＣ電圧が印加される
と、液晶分子は上下基板１２間の基板面法線方向において９０°ねじれた構造を有すると
ともに、ＡＣ電圧印加時の平均の液晶ダイレクター方向１７は、図５に示すように、基板
を平面視したときに、上下基板１２に対する光照射方向を二分する向きとなる。また、図
５（ｂ）に示すように、上基板側に配置された偏光板（上偏光板）の吸収軸方向は、上基
板の光配向処理方向と一致し、一方、下基板側に配置された偏光板（下偏光板）の吸収軸
方向は、下基板の光配向処理方向と一致している。このように配向膜の配向処理と偏光板
の配置とを行った場合、本実施形態の液晶表示装置は、いわゆるＶＡＴＮモードを有する
ことになる。
【０１２４】
また、本実施形態の液晶表示装置は、図６（ａ）に示すように、上下基板１２に対する光
線照射方向が、基板を平面視したときに、それぞれ略平行であり、かつ逆向き（反平行）
となるように配向膜の露光と基板の貼り合わせとを行われ、また、上下基板１２それぞれ
に設けられた光配向膜近傍の液晶分子のプレチルト角が略同一であり、更に、液晶層にカ
イラル材を含まない液晶材料が注入されてもよい。この場合、上下基板１２の間に電圧が
印加されないとき、上下基板と液晶層との界面付近の液晶分子は、プレチルト角が８８．
５°程度のホモジニアスの構造（ホモジニアス配向）になり、ＡＣ電圧印加時の平均の液
晶ダイレクター方向１７は、図６（ａ）に示すように、基板を平面視したときに、上下基
板１２に対する光線照射方向に沿った向きとなる。また、図６（ｂ）に示すように、上基
板側に配置された偏光板（上偏光板）と下基板側に配置された偏光板（下偏光板）との吸
収軸方向は、基板を平面視したときに、上下基板の光配向処理方向と４５°ずれている。
このように配向膜の配向処理と偏光板の配置とを行った場合、本実施形態の液晶表示装置
は、光配向処理方向が上下基板の間で反平行方向となり、かつ液晶分子が垂直配向された
いわゆるＶＡＥＣＢ（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ　Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌ
ｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃｅ）モードを有することになる。
なお、図６中、実線矢印は、下基板に対する光照射方向（光配向処理方向）を示し、点線
矢印は、上基板に対する光照射方向（光配向処理方向）を示す。
【０１２５】
次に、図９に示すように、本実施形態の液晶表示装置における各画素が配向分割された場
合について説明する。本実施形態の液晶表示装置に４ドメインを形成するための露光工程
においては、まず、図７に示すように、液晶表示装置の１画素（１ピクセル又は１サブピ
クセル）の幅を二分する大きさの遮光部１４を有するフォトマスク１３を用いて、１画素
（１ピクセル又は１サブピクセル）の半分に相当する領域を一方向（図７中、紙面手前か
ら奥の方向）に露光するとともに、残りの半分の領域を遮光部１４によって遮光する。次
のステップでは、図８に示すように、フォトマスク１３を画素（１ピクセル又は１サブピ
クセル）の半ピッチ程ずらして、露光済みの領域を遮光部１４で遮光して、遮光していな
いところ（図７で示したステップにおいて露光されなかった未露光領域）を図７とは逆方
向（図８中、紙面奥から手前の方向）に露光する。これにより、液晶表示装置の１画素（
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１ピクセル又は１サブピクセル）の幅を二分するように、互いに逆方向に液晶プレチルト
を発現する領域がストライプ状に形成されることになる。
【０１２６】
上述のように、それぞれの基板の各画素（各ピクセル又は各サブピクセル）を二分割する
ように等ピッチで配向分割しておく。そして、基板を平面視したときに、上下基板１２で
分割方向（光配向処理方向）が互いに直交するように両基板を配置し（貼り合わせ）、更
に、液晶層にカイラル材を含まない液晶材料を注入する。これにより、図９（ａ）に示す
ように、液晶層の厚み方向における中央付近に位置する液晶分子の配向方向が、４つの領
域（図９（ａ）中、ｉ～ｉｖ）において、互いに異なる、より具体的には略直交する四分
割ドメインを形成することができる。すなわち、ＡＣ電圧印加時の平均の液晶ダイレクタ
ー方向１７は、図９（ａ）に示すように、基板を平面視したときに、各ドメインにおいて
、上下基板１２に対する光照射方向を二分する向きとなる。また、図９（ｂ）に示すよう
に、基板を平面視したときに、上基板（カラーフィルタ基板）の光配向処理方向（図９（
ａ）中、点線矢印）は、上基板側に配置された偏光板の吸収軸方向１６と同一方向となり
、下基板（駆動素子基板）の光配向処理方向（図９（ａ）中、実線矢印）は、下基板側に
配置された偏光板の吸収軸方向１５と同一方向となっている。
【０１２７】
なお、それぞれのドメイン境界においては、一方の基板上の液晶分子の配向方向が偏光板
の吸収軸方向と一致し、他方の基板上の液晶分子の配向方向は基板に対してほぼ垂直とな
っている。したがって、ドメイン境界は、偏光板をクロスニコルに配置した場合、基板間
に電圧を印加した時においても光を透過しないので暗線（暗い線）となる。
【０１２８】
また、このドメイン境界は、通常、重複して露光され、従来の光配向膜の重複して露光さ
れる部分（二重露光部）においてはプレチルト角が安定しなかった。また、従来の光配向
膜の二重露光部においては、露光処理回数が非対称であることに起因してＡＣ焼き付きが
大きくなる傾向にあった。しかしながら、本実施形態の配向膜を用いることによって、二
重露光部におけるＡＣ焼き付きと、液晶分子のプレチルト角のばらつきとの発生を効果的
に抑制することができる。
【０１２９】
以上説明したように、本実施形態の液晶表示装置において、液晶分子の配向方向が互いに
異なる（略直交する）４つのドメインを形成した場合には、優れた視角特性、すなわち広
視野角を実現することができる。
【０１３０】
なお、本実施形態の液晶表示装置におけるドメインのレイアウトは、図９（ａ）に示した
ような四分割に限らず、図１０（ａ）に示すような形態であってもよい。図１０（ａ）は
、実施形態１の液晶表示装置が別の４ドメインを有する場合における、一画素（１ピクセ
ル又は１サブピクセル）内の平均の液晶ダイレクターの方向と、一対の基板（上下基板）
に対する光配向処理方向と、ドメインの分割パターンとを示す平面模式図であり、（ｂ）
は、図１０（ａ）で示した液晶表示装置に設けられる偏光板の吸収軸方向を示す模式図で
あり、（ｃ）は、一対の基板の間に閾値以上のＡＣ電圧が印加された時の図１０（ａ）の
Ａ－Ｂ線における断面模式図であり、液晶分子の配向方向を示す。なお、図１０（ａ）中
、点線矢印は、下基板（駆動素子基板）に対する光照射方向（光配向処理方向）を示し、
実線矢印は、上基板（カラーフィルタ基板）に対する光照射方向（光配向処理方向）を示
す。また、図１０（ｃ）中、点線は、ドメイン境界を示す。
【０１３１】
この形態の作製方法としては、まず、図１０（ａ）に示すように、それぞれの基板の各画
素（各ピクセル又は各サブピクセル）を二分割するように等ピッチで配向分割しておく。
そして、基板を平面視したときに、上下基板１２で分割方向（光配向処理方向）を互いに
直交させ、かつ上基板（カラーフィルタ基板）を図１０（ａ）中の点線矢印の方向に画素
ピッチの１／４ほどずらして両基板を配置する（貼り合わせる）ことによって、図１０（
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ａ）に示すように、液晶層の厚み方向における中央付近に位置する液晶分子の配向方向が
、４つの領域（図１０（ａ）中、ｉ～ｉｖ）において、互いに異なる、より具体的には略
直交する四分割ドメインを形成することができる。すなわち、ＡＣ電圧印加時の平均の液
晶ダイレクター方向１７は、図１０（ａ）に示すように、基板を平面視したときに、各ド
メインにおいて、上下基板１２に対する光照射方向を二分する向きとなる。また、図１０
（ｂ）に示すように、この形態においては、基板を平面視したときに、上基板（カラーフ
ィルタ基板）の光配向処理方向（図１０（ａ）中、実線矢印）は、上基板側に配置された
偏光板の吸収軸方向１６と同一方向となり、下基板（駆動素子基板）の光配向処理方向（
図１０（ａ）中、点線矢印）は、下基板側に配置された偏光板の吸収軸方向１５と同一方
向となっている。そして、上下基板の間に電圧が印加されない時には、液晶分子は、配向
膜の配向規制力によって、上下基板に略垂直な方向に配向している。一方、上下基板の間
に閾値以上の電圧を印加した時には、図１０（ｃ）に示すように、液晶分子１１は、上下
基板間でほぼ９０°ツイストし、かつ４つのドメインで異なる４つの配向状態が存在する
ことになる。
【０１３２】
（４．液晶表示装置の作製方法）
以下に、本実施形態の液晶表示装置の作製方法について説明する。
まず、一般的な方法にて配向膜形成前の一対の基板を準備する。一方の基板としては、ガ
ラス基板上に、（１）走査信号線、（２）ＴＦＴ等の駆動素子、（３）データ信号線及び
（４）透明電極からなる画素電極を順次形成することによって、基板上に走査信号線及び
データ信号線が絶縁膜を介してマトリクス状に交差するように配置され、更にその交点毎
に駆動素子及び画素電極が配置された駆動素子基板を準備する。なお、駆動素子基板にお
ける各構成部材の材質は、一般的に用いられる材料を用いればよい。
【０１３３】
一方、他方の基板としては、ガラス基板上に、（１）ブラックマトリクス（ＢＭ）、（２
）カラーフィルタ、（３）保護膜及び（４）透明電極からなる共通電極を順次形成するこ
とによって、基板上にＢＭが格子状に配置され、更にそのＢＭで区切られた領域にカラー
フィルタが配置されたカラーフィルタ基板（ＣＦ基板）を準備する。なお、ＣＦ基板にお
ける各構成部材の材質は、一般的に用いられる材料を用いればよい。
【０１３４】
次に、配向膜の形成工程を行う。なお、配向膜の形成工程については、１．配向膜材料及
び２．配向膜の作製方法で詳述したので、ここでは配向膜の形成工程の具体例を示す。ま
ず、上述の光官能基を有するイミド、アミド等の誘導体と、光官能基を有さないイミド、
アミド等の誘導体とのコポリマー（共重合体）を作製し、ワニスを調整した。そして、ワ
ニスを基板に印刷後、仮焼成ホットプレート上で９０℃、１分間の仮焼成と、本焼成ホッ
トプレート上で２００℃、６０分間の本焼成とを行った。なお、このとき、ワニスは、焼
成後の配向膜の膜厚が１００ｎｍとなるように印刷した。次に、基板を室温まで冷却し、
偏光度１０：１のＰ偏光紫外光を基板面法線から４０°の方向から２０ｍＪ／ｃｍ２の露
光エネルギーで照射した。このようにして、本実施形態の配向膜を形成した。なお、配向
膜の配向処理（配向膜の露光工程）は、後述するスペーサの配置工程の後に行ってもよい
。
【０１３５】
次に、スペーサの配置工程を行う。すなわち、一方の基板にセル厚保持材、例えば、プラ
スチックビーズ（積水ファインケミカル社製、商品名；ミクロパール、直径３．５μｍ）
を所望の量（密度；１００μｍ２あたり４～５個程度）を乾式散布する。スペーサを配置
するための方法としては、セル厚保持材（固着ビーズ）を含有するインクを所望の位置に
インクジェットにより印刷する方法であってもよい。このとき、必要であれば、固着ビー
ズを基板に充分に固着するためにインク乾燥後に基板を所定の温度（例えば１００～２０
０℃程度）に加熱してもよい。また、スペーサの配置するための方法としては、配向膜の
形成前に感光性樹脂材料を用いて、所定の位置にフォトスペーサを形成する方法であって
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もよい。
【０１３６】
次に、シール材の配置工程を行う。すなわち、スペーサが配置されていない他方の基板に
、シール剤を塗布する。シール材の塗布方法としては、スクリーン印刷により塗布する方
法、及び、ディスペンサにより塗布する方法が好適である。なお、シール材としては、例
えば、三井化学社製のストラクトボンドＸＮ－２１Ｓや協立化学社製の光熱シール剤を好
適に用いることができる。
【０１３７】
次に、液晶材料の注入工程を行う。液晶材料の注入方法としては、真空注入法及び滴下注
入法が好適である。真空注入法において、封止剤としては、スリーボンド社製や積水ファ
インケミカル社製の光硬化性ボンドが好適である。
【０１３８】
その後、従来公知の方法と同様にして、偏光板の貼り付け工程、モジュール製造工程を経
て、本実施形態の液晶表示装置を完成することができる。
【０１３９】
（５．ＡＣ焼き付き評価試験）
以下に、図５に示したモノドメインを有するＶＡＴＮモードの液晶表示装置を作製し、Ａ
Ｃ焼き付き評価試験を行った結果について説明する。ＡＣ焼き付きの特性（ＡＣ特性）は
、光官能基を有するイミド、アミド等の誘導体に対する光官能基を有さず、垂直配向性官
能基を有するイミド、アミド等の誘導体の導入率の依存特性として調べた。また、ＡＣ特
性は、図１１に示すように、２つに分割されたＩＴＯからなる透明電極（電極１８ａ及び
電極１８ｂ）が形成されたＩＴＯ電極付基板から構成される液晶表示装置を用いて調べた
。
【０１４０】
まず、光配向ジアミンユニットに対する光官能基を有さない垂直配向性ジアミンユニット
の導入率（重量％）を０％、８％、１５％、２５％、４０％又は５０％に変化させて重合
体（ポリイミド又はポリアミド）を準備した。なお、光配向ジアミンユニットの単量体は
、上記式（１）～（４）に示した光官能基を有する化合物から選定し、垂直配向性ジアミ
ンユニットの単量体は、上記式（１０）～（１９）に示した化合物から選定し、酸無水物
は、上記式（２０）～（２６）に示した化合物から選定した。
【０１４１】
次に、上述の印刷用の溶剤を用いてワニスを調整し、例えば、ワニスをドラム式ロールコ
ーター又はインクジェット法による印刷工程によりＩＴＯ電極付基板に塗布した。続いて
、ワニスが塗布されたＩＴＯ電極付基板を仮焼成用ホットプレートにて９０℃、１分間加
熱することによって仮焼成を行った。仮焼成後の配向膜の膜厚は、約１００ｎｍであった
。次に、本焼成を本焼成用ホットプレートにて２００℃で４０分間行った。
【０１４２】
次に、セル厚保持材を含有するインク（分散液体）をインクジェット印刷法により、所定
の位置（表示エリア外の遮光部）に塗布し、室温２４℃で乾燥することによって、セル厚
保持材をＩＴＯ電極付基板に配置した。
【０１４３】
基板を室温まで冷却した後、図４に示したように、セル厚保持材が配置されたＩＴＯ電極
付基板をＵＶ光により照射（露光）することによって、光配向処理を行った。より具体的
には、偏光度１０：１のＰ偏光紫外光を基板面法線から４０°の方向から２０ｍＪ／ｃｍ
２の露光エネルギーで照射した。
【０１４４】
次に、他方の基板にシール材を印刷し、両基板を貼り合わせた。なお、このときのセルギ
ャップは、３．５μｍであった。続いて、上記工程を経て作製した液晶表示装置を６０℃
に加熱しながら誘電異方性が負のＮｎ液晶材料（メルク社製、ＭＬＣ６６１０、Δｎ；０
．０９、Δε；－２．４、Ｔｎｉ；９０℃）を両基板間に注入し、封止した。その後、再
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配向処理工程として、液晶表示装置を１３０℃に設定されたオーブンにて加熱し、３０分
間保持した後、約４℃／ｍｉｎのスピードで室温２４℃まで急冷した。なお、このときの
液晶層の平均プレチルト角度は、約８８．５～８９．５°であった。また、液晶表示装置
には、吸収軸がクロスニコルに配置された２枚の偏光板（上偏光板２３ａ及び下偏光板２
３ｂ）を貼り付けた。
【０１４５】
ＡＣ特性の評価方法について説明する。まず、初期状態（ＡＣ電圧（３０Ｈｚ、７Ｖ）印
加前）に２．１５～２．５Ｖ（０．０５Ｖおき）のＡＣ電圧（３０Ｈｚ）を上述のように
作製された液晶表示装置の電極１８ａ及び電極１８ｂともに印加して、図１４に示すよう
に、液晶表示装置１９の画像（表示状態）を４０ｃｍの距離からデジタルカメラ（キャノ
ン社製、商品名；Ｅｏｓ　Ｋｉｓｓ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｎ）２４で撮影した（第一の撮影
）。なお、本評価試験において、液晶表示装置へのＡＣ電圧の印加は、信号発生器（岩通
計測社製、ＳＧ－４１１５）を用いた。次に、図１２に示すように、電極１８ｂだけにＡ
Ｃ電圧（３０Ｈｚ、７Ｖ）を印加した状態で一定時間（時間ｘ）保持した後、図１３に示
すように、電極１８ａ及び電極１８ｂに２．１５～２．５Ｖ（０．０５Ｖおき）のＡＣ電
圧（３０Ｈｚ）を印加して、第一の撮影と同様に、撮影（第二の撮影）を行った。このよ
うに、第二の撮影は、ある一定時間毎に複数回行った。なお、このとき印加される２．１
５～２．５Ｖ（０．０５Ｖおき）の電圧は、第二の撮影時のみの時間であり、１分程度で
あった。したがって、このときの時間よりも時間ｘの方が非常に長い。そして、撮影した
画像を以下の手順（Ｉ）～（III）により解析した。なお、画像解析には、画像処理ソフ
ト（Ｍｅｄｉａ　Ｃｙｂｅｒｎｅｔｉｃｓ社製、Ｉｍａｇｅ－Ｐｒｏ　Ｐｌｕｓ）を用い
た。
（Ｉ）４０時間後、すなわちｘ＝４０の時の第二の撮影により撮影された画像を用いて、
各電圧（２．１５～２．５Ｖ（０．０５Ｖおき））印加時における（電極１８ｂの輝度）
÷（電極１８ａの輝度）を計算し、電極１８ｂの輝度と電極１８ａの輝度との比が最大と
なる時の電圧、すなわち最大輝度比（ΔＴ）の電圧を選定した。
（II）第一の撮影及び第二の撮影で撮影された画像の内、上記（Ｉ）で選定した電圧が印
加された時の画像を用いて、（電極１８ｂの輝度）÷（電極１８ａの輝度）を計算し、各
ＡＣ電圧（３０Ｈｚ、７Ｖ）が印加された時間、すなわち各時間ｘにおける最大輝度比（
ΔＴ）を求めた。
（III）ＡＣ電圧（３０Ｈｚ、７Ｖ）の印加時間（時間ｘ）をｘ軸に、上記（II）で求め
た各時間xにおける最大輝度比（ΔＴ）をｙ軸にとりグラフにプロットした。
なお、ＡＣ電圧（３０Ｈｚ、７Ｖ）の印加前後で、２．３～２．４Ｖ印加時のＤＣオフセ
ット値は、ほぼ０であることを確認した。したがって、このΔＴ評価は、ＤＣモードでは
なく、ＡＣモードのみの影響による焼き付きであることを確認した。
【０１４６】
以下に、ＡＣ特性の評価結果を示す。図１５は、光配向ジアミンユニットに対する光官能
基を有さない垂直配向性ジアミンユニットの導入率（重量％）が０％である配向膜が形成
された評価セル（液晶表示装置）のΔＴ特性を示すグラフである。また、図１６～２０は
それぞれ、図１４と同様に、導入率８％（図１６）、導入率１５％（図１７）、導入率２
５％（図１８）、導入率４０％（図１９）及び導入率５０％（図２０）のΔＴ特性を示す
グラフである。なお、図１５～２０において、複数のプロットが示されているが、これら
のプロットはそれぞれ、同じ材質及びプロセス条件により作製された複数の評価セルのΔ
Ｔ特性を示している。また、図２１は、各導入率（０％、８％、１５％、２５％、４０％
及び５０％）の評価セルに対してＡＣ電圧を４０時間通電後のΔＴ特性を示すグラフであ
る。なお、図２１中、菱形のマーカー（◆）は、平均値を示し、線分で区切られた範囲（
Ｉ）は、最大値及び最小値の範囲を示す。
【０１４７】
この結果、光配向ジアミンユニットに対する光官能基を有さない垂直配向性ジアミンユニ
ットの導入率が増加するに従って、ΔＴ特性は良くなり、ＡＣ焼き付きは低減されること



(35) JP 4995267 B2 2012.8.8

10

20

30

40

50

が分かった。また、図示はしていないが、導入率が４％のときのΔＴが１．０８レベルで
あることを確認している。このように、導入率が４～４０％であるとき、ΔＴを１．０８
以下とすることができ、ＡＣ焼き付きをより効果的に低減できることが分かった。また、
導入率が１５～４０％であるとき、ΔＴを１．０６以下とすることができ、特に効果的に
ＡＣ焼き付きを低減できることが分かった。他方、導入率が０％のときの液晶層の平均プ
レチルト角度は、８８．３°であり、導入率が４％のときの液晶層の平均プレチルト角度
は、８８．５°であり、導入率が８％のときの液晶層の平均プレチルト角度は、８８．８
°であり、導入率が１５％のときの液晶層の平均プレチルト角度は、８９．２°であり、
導入率が４０％のときの液晶層の平均プレチルト角度は、８９．５°であった。このよう
に、導入率が高いほど、液晶層の平均プレチルト角度は上昇する傾向にあった。
【０１４８】
本願は、２００７年３月２６日に出願された日本国特許出願２００７－８０２８９号を基
礎として、パリ条約ないし移行する国における法規に基づく優先権を主張するものである
。該出願の内容は、その全体が本願中に参照として組み込まれている。
【図面の簡単な説明】
【０１４９】
【図１】実施形態１の配向膜材料における重合体の基本構造を示す。なお、図１において
、実線で囲まれた部分は、酸無水物から誘導されるユニット（酸無水物ユニット）であり
、破線で囲まれる部分は、光官能基を有する側鎖を持つジアミンから誘導されるユニット
（光配向ジアミンユニット）であり、一点差線で囲まれる部分は、垂直配向性官能基を有
する側鎖を持つジアミンから誘導されるユニット（垂直配向性ジアミンユニット）である
。
【図２】側鎖変形によるＡＣ焼き付きを抑制するメカニズムを説明するための実施形態１
の液晶表示装置における配向膜表面近傍を示した断面模式図であり、（ａ）は、初期状態
を、（ｂ）は、液晶層に電場が印加された状態を、（ｃ）は、液晶層に印加された電場が
解除された状態を示す。
【図３】液晶吸着によるＡＣ焼き付きを抑制するメカニズムを説明するための実施形態１
の液晶表示装置における配向膜表面近傍を示した断面模式図であり、（ａ）は、初期状態
を、（ｂ）は、液晶層に電場が印加された状態を、（ｃ）は、液晶層に印加された電場が
解除された状態を示す。
【図４】実施形態１における光配向処理方向と液晶分子のプレチルト方向との関係を示す
斜視模式図である。
【図５】（ａ）は、実施形態１の液晶表示装置がモノドメインを有する場合における、一
画素（１ピクセル又は１サブピクセル）内の液晶ダイレクターの方向と一対の基板（上下
基板）に対する光配向処理方向とを示す平面模式図であり、（ｂ）は、図５（ａ）で示し
た液晶表示装置に設けられる偏光板の吸収軸方向を示す模式図である。なお、図５（ａ）
は、光配向処理方向が一対の基板の間で直交し、かつ一対の基板の間に閾値以上のＡＣ電
圧が印加された状態を示す。また、図５（ａ）中、実線矢印は、下基板に対する光照射方
向（光配向処理方向）を示し、点線矢印は、上基板に対する光照射方向（光配向処理方向
）を示す。
【図６】（ａ）は、実施形態１の液晶表示装置がモノドメインを有する場合における、一
画素（１ピクセル又は１サブピクセル）内の液晶ダイレクターの方向と一対の基板（上下
基板）に対する光配向処理方向とを示す平面模式図であり、（ｂ）は、図６（ａ）で示し
た液晶表示装置に設けられる偏光板の吸収軸方向を示す模式図である。なお、図６（ａ）
は、光配向処理方向が一対の基板の間で反平行であり、かつ一対の基板の間に閾値以上の
ＡＣ電圧が印加された状態を示す。また、図６（ａ）中、実線矢印は、下基板に対する光
照射方向（光配向処理方向）を示し、点線矢印は、上基板に対する光照射方向（光配向処
理方向）を示す。
【図７】アライメントマスクを用いるプロキシミティ露光法によって配向分割を行うため
の実施形態１の光配向処理プロセスにおける基板及びフォトマスクの第一の配置関係を示
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す断面模式図である。
【図８】アライメントマスクを用いるプロキシミティ露光法よって配向分割を行うための
実施形態１の光配向処理プロセスにおける基板及びフォトマスクの第二の配置関係を示す
断面模式図である。
【図９】（ａ）は、実施形態１の液晶表示装置が４ドメインを有する場合における、一画
素（１ピクセル又は１サブピクセル）内の平均の液晶ダイレクターの方向と、一対の基板
（上下基板）に対する光配向処理方向と、ドメインの分割パターンとを示す平面模式図で
あり、（ｂ）は、図９（ａ）で示した液晶表示装置に設けられる偏光板の吸収軸方向を示
す模式図である。なお、図９（ａ）は、一対の基板の間に閾値以上のＡＣ電圧が印加され
た状態を示す。また、図９（ａ）中、実線矢印は、下基板（駆動素子基板）に対する光照
射方向（光配向処理方向）を示し、点線矢印は、上基板（カラーフィルタ基板）に対する
光照射方向（光配向処理方向）を示す。
【図１０】（ａ）は、実施形態１の液晶表示装置が別の４ドメインを有する場合における
、一画素（１ピクセル又は１サブピクセル）内の平均の液晶ダイレクターの方向と、一対
の基板（上下基板）に対する光配向処理方向と、ドメインの分割パターンとを示す平面模
式図であり、（ｂ）は、図１０（ａ）で示した液晶表示装置に設けられる偏光板の吸収軸
方向を示す模式図であり、（ｃ）は、一対の基板の間に閾値以上のＡＣ電圧が印加された
時の図１０（ａ）のＡ－Ｂ線における断面模式図であり、液晶分子の配向方向を示す。な
お、図１０（ａ）中、点線矢印は、下基板（駆動素子基板）に対する光照射方向（光配向
処理方向）を示し、実線矢印は、上基板（カラーフィルタ基板）に対する光照射方向（光
配向処理方向）を示す。また、図１０（ｃ）中、点線は、ドメイン境界を示す。
【図１１】ＡＣ焼き付き評価試験に用いた評価セル（液晶表示装置）における透明電極を
示す平面模式図である。
【図１２】ＡＣ焼き付き評価試験のための通電時における評価セル（液晶表示装置）の表
示状態を示す平面模式図である。
【図１３】ＡＣ焼き付き評価試験時における評価セル（液晶表示装置）の表示状態を示す
平面模式図である。
【図１４】ＡＣ焼き付き評価試験における評価セル（液晶表示装置）及びデジタルカメラ
の配置関係を示す側面模式図である。
【図１５】光配向ジアミンユニットに対する光官能基を有さない垂直配向性ジアミンユニ
ットの導入率（重量％）が０％である配向膜が形成された評価セル（液晶表示装置）のΔ
Ｔ特性を示すグラフである。
【図１６】光配向ジアミンユニットに対する光官能基を有さない垂直配向性ジアミンユニ
ットの導入率（重量％）が８％である配向膜が形成された評価セル（液晶表示装置）のΔ
Ｔ特性を示すグラフである。
【図１７】光配向ジアミンユニットに対する光官能基を有さない垂直配向性ジアミンユニ
ットの導入率（重量％）が１５％である配向膜が形成された評価セル（液晶表示装置）の
ΔＴ特性を示すグラフである。
【図１８】光配向ジアミンユニットに対する光官能基を有さない垂直配向性ジアミンユニ
ットの導入率（重量％）が２５％である配向膜が形成された評価セル（液晶表示装置）の
ΔＴ特性を示すグラフである。
【図１９】光配向ジアミンユニットに対する光官能基を有さない垂直配向性ジアミンユニ
ットの導入率（重量％）が４０％である配向膜が形成された評価セル（液晶表示装置）の
ΔＴ特性を示すグラフである。
【図２０】光配向ジアミンユニットに対する光官能基を有さない垂直配向性ジアミンユニ
ットの導入率（重量％）が５０％である配向膜が形成された評価セル（液晶表示装置）の
ΔＴ特性を示すグラフである。
【図２１】各導入率（０％、８％、１５％、２５％、４０％及び５０％）の評価セルに対
してＡＣ電圧を４０時間通電後のΔＴ特性を示すグラフである。なお、図２１中、菱形の
マーカー（◆）は、平均値を示し、線分で区切られた範囲（Ｉ）は、最大値及び最小値の
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範囲を示す。
【図２２】側鎖変形によるＡＣ焼き付きの発生メカニズムを説明するための従来の光配向
膜表面近傍を示した断面模式図であり、（ａ）は、初期状態を、（ｂ）は、液晶層に電場
が印加された状態を、（ｃ）は、液晶層に印加された電場が解除された状態を示す。
【図２３】液晶吸着によるＡＣ焼き付きの発生メカニズムを説明するための従来の光配向
膜表面近傍を示した断面模式図であり、（ａ）は、初期状態を、（ｂ）は、液晶層に電場
が印加された状態を、（ｃ）は、液晶層に印加された電場が解除された状態を示す。
【符号の説明】
【０１５０】
１０：配向膜
１１、１１１：液晶分子
１２：上下基板
１３：フォトマスク
１４：遮光部
１５：下基板側に配置された偏光板の吸収軸方向
１６：上基板側に配置された偏光板の吸収軸方向
１７：ＡＣ電圧印加時の平均の液晶ダイレクター方向
１８ａ、１８ｂ：電極
１９：液晶表示装置
２０、１２０：液晶層
２１：光官能基を有する側鎖
２２：垂直配向性官能基を有する側鎖
２３ａ：上偏光板
２３ｂ：下偏光板
２４：デジタルカメラ
２５、１２５：主鎖
１３０：光配向膜
１３１：側鎖
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